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１所長挨拶１所長挨拶

本研究所は 73 年前、1940 年 4 月 1 日に東京商科大
学（現一橋大学）附属図書館の一室で誕生しました。戦
後すぐに現在の名称「経済研究所」となり、「日本及び
世界の経済の総合研究」を行う一橋大学附置研究所とし
て、数多くの研究成果をあげてきました。

現在、本研究所は 5 つの部門（日本・アジア経済研
究部門、米・欧・ロシア経済研究部門、現代経済研究部
門、経済体制研究部門、経済システム解析研究部門）と
3 つの附属研究施設（社会科学統計情報研究センター、
経済制度研究センター及び世代間問題研究機構）から構
成され、経済学分野の国立大学法人附置研究所としては
日本最大の規模で、大正 8 年に設立された神戸大学経
済経営研究所に次いで長い歴史を持っています。

本研究所の強みとして、個々の研究者の優れた研究に
加え、以下の 2 つの特長を指摘することができます。

第一は、多くの研究者がチームになって粘り強く取り
組む大規模共同研究プロジェクトの伝統です。本研究所
では、1950 年代から 80 年代にロックフェラー財団等
の援助の下で『長期経済統計（LTES）』シリーズ（全 14
巻）を刊行し、その後、21 世紀 COE プログラムの前身
である COE 形成基礎研究費（1995 ‐ 99 年度）により
開始した『アジア長期経済統計』シリーズの刊行（全
12 巻予定）を続けています。さらに 2003-07 年度には
2 つの 21 世紀 COE プログラム（「社会科学の統計分析
拠点構築」及び「現代経済システムの規範的評価と社会
的選択」）に取り組み、2008-12 年度にはそれらを継承・
発展する形で、グローバル COE プログラム「社会科学
の高度統計・実証分析拠点構築（Hi-Stat）」を実施しま
した。

現在進行中の大型科学研究費プロジェクトとしては、
「途上国における貧困削減と制度・市場・政策：比較経

済発展論の試み（科学研究費補助金 基盤研究（S））」、「日
次マーケティングデータに基づく家計消費・労働供給の
分析（科学研究費補助金 若手研究（S））」、7 件の科学
研究費補助金 基盤研究（A）などがあります。また世代

間問題研究機構は、4 つの中央省庁等と連携して、年金
や少子高齢化問題に取り組んでいます。経済制度研究セ
ンターは、東アジアの企業統治・雇用とアジアやアフリ
カの経済発展に関する研究を進めています。この他、ロ
シア経済に関する産学連携研究を進めているロシア研究
センター、ミクロ取引データに基づく物価・家計行動の
分析を進めている物価研究センター、グローバル COE
プログラム Hi-Stat を継承し生産性等の研究を進める社
会科学高度統計・実証分析機構の活動もあります。

これら共同研究の多くは、公募等を通じて国内や海外
の研究者に開かれた形で進められ、本研究所をコアとす
る緊密な研究者ネットワークをグローバルに構築してき
ました。例えば 2012 年には、本研究所が中心となって
アジア歴史経済学会（AHES）を創設しました。また本
研究所は一橋大学経済学研究科と協力してオン・ザ・ジョ
ブ・トレーニングや研究支援を行うことで、実証研究や
実証研究と直結した理論研究の分野で、多数の優秀な院
生や内外若手研究者の育成に貢献してきました。

本研究所の第二の特徴は、社会科学研究の基盤となる
データベースや共同研究の場の学界への提供です。社会
科学統計情報研究センターは、独立行政法人統計セン
ターから日本で最初に認定されたミクロデータセン
ターを運営し、全国の研究者による公的統計ミクロデー
タの利用を支援してきました。本研究所はまた、文部科
学省の共同利用・共同研究拠点として、研究所の研究資
源を利用した共同研究の提案を全国から公募し、支援し
ています。

本研究所は更に、先に紹介した大規模プロジェクト等
によって数多くのデータベースを構築・更新し、世界に
公開してきました（一部は、内閣府、経済産業研究所、
日本経済研究センター等との共同作成）。具体的には、
明治以降の日本の経済発展を統計的に分析することを初
めて可能にした『長期経済統計（LTES）』、戦前期農家
のミクロデータ『農家経済調査データベース』、民間の
データベースがカバーしていない 1980 年代までの日本
企業を対象とした『大株主・役員データベース』、50 歳
以上の中高齢者を対象としたパネル調査『くらしと健康
の調査（JSTAR）』、日本と中国の産業構造と生産性に関
する基礎データ『日本産業生産性（JIP）データベース』
と『中国産業生産性（CIP）データベース』、日中韓台の
全上場企業の全要素生産性を比較した『東アジア上場企
業（EALC） デ ー タ ベ ー ス 』、『 ア ジ ア 長 期 経 済 統 計

（ASHSTAT）』 基 礎 デ ー タ な ど が あ り ま す。 最 近 で は
2013 年 5 月に、都道府県別産業別に全要素生産性の計
測を可能にする『都道府県別産業生産性（R-JIP）デー
タベース』を公開しました。

一橋大学経済研究所
所　長

深　尾　京　司
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これらのデータベースは、学界はもちろん、経済協力
開発機構（OECD）の STAN データベースや、米国商務
省経済分析局（BEA）の無形資産分析、内閣府の経済財
政白書や経済産業省の通商白書で利用されるなど、内外
政 府 や 国 際 機 関 で 頻 繁 に 利 用 さ れ て い ま す。 ま た、
ASHSTAT の一部である奈良時代からの一人当たり GDP
の推計結果は、長期経済統計を使って経済発展の各国比
較を目指す国際連携組織であるマディソン・プロジェク
トにおいて日本を代表するデータとして採用されていま
す。

データベース構築の多くは、緊密な国際連携の下で行
われることで、日本と海外の国際比較分析を可能にして
います。例えば生産性の分野では、EU コミッションの
EU KLEMS プロジェクト（KLEMS とは、生産性を測定す
るための資本、労働、およびエネルギー・中間財・サー
ビスの投入データを指します）やハーバード大学を中心
とした World KLEMS プロジェクト、OECD の産業分析
作業部会（WPIA）の研究に参加し、また Asia KLEMS プ
ロジェクトを本研究所がコアメンバーとなって創設する
ことで、日本の産業別生産性や企業レベルの新陳代謝を
他の諸国のそれと比較することが可能になりました。

以上のような広範な研究活動を可能にした重要な基盤
の一つは、長い歴史の中で確立されてきた肌理細かな研
究支援体制です。研究支援部として学術出版・秘書室と
大規模データ分析支援室があります。また事務部の中に
は資料室と社会科学統計情報研究センター資料室が配置

され、合わせて特色ある図書資料の収蔵に努め、統計情
報専門図書室、データ・アーカイブとして更なる発展を
目指しています。

こうした流れを受けて、本研究所はさらに 2 つの方
向へと踏み出します。

その第一は、政策のための実証研究の強化です。府省
と連携して世界的にもユニークな大規模・高頻度データ
を常備し、将来の経済社会リスクに備えた制度設計を行
うと同時に、現出した危機に迅速に対応した研究を行う、
新しい研究組織の構築を目指します。この活動では、こ
れらの業務に参加する高度統計実証分析人材の育成も進
めます。

第二は、共同利用・共同研究拠点としての機能強化で
す。現在のミクロデータセンターは本研究所がある国立
キャンパスから電車で移動が必要な小平キャンパスにあ
りますが、利用者の利便性を向上させるため、経済研究
所本体の中にも新たにミクロデータセンターを作ること
を計画しています。また本研究所が蓄積した様々なデー
タベースを一括して管理・公開し、データの解説や公募
資料等の様々な情報も英訳することで、Web を通じた
内外への発信機能を高めます。

本研究所が挑戦しようとする経済学研究の新たな課題
は、もちろん以上 2 つに尽きるものではありません。5
つの部門と 3 つの附属研究施設が一体となって、経済
学の様々な分野で世界の中核的研究拠点となることを目
指し、邁進していきます。
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研究活動２研究活動２

日本・アジアの統計データ構築拠点、国際的共同研究の
ハブとしての経済研究所の歴史

一橋大学経済研究所は、歴史的に我が国の経済統計の
データベース構築・利用の共同研究拠点としての役割を
担ってきました。日本の『長期経済統計』の刊行をはじ
めとして『アジア長期経済統計』の推計・作成など、統
計資料の収集整備・データ構築における貢献は他所に類
を見ないものです。また 1990 年代後半からは、経済学
分野ではそれまであまりなかった国内外の研究者が積極
的に参画する大型共同研究プロジェクトの推進に、精力
的に関わってきました。

共同利用・共同研究拠点としての経済研究所
このような経緯を背景として、当研究所は 2009 年 6

月に、文部科学省の共同利用・共同研究拠点に認定され
ました。これを契機として、これまでの実績をもとにデー
タ・アーカイブの整備と統計分析手法の開発を進展させ、
日本及び世界経済に関わる高度実証分析の国際的な共同
利用・共同研究拠点として、一層の発展を目指しています。

このうち共同利用事業に関係する活動部分として、附
属社会科学統計情報研究センターを窓口として、独立行

政法人統計センターとの密接な連携・協力のもと、政府
統計ミクロデータの利用環境を整備・拡充し、日本最初
の政府統計ミクロデータ・センターの構築を目指してい
ます。内外の研究者に政府統計匿名データへの容易なア
クセス手段を提供し、我が国における匿名データの正し
い利用を促進しています。同時に、匿名データの提供方
法に関する研究者コミュニティの需要・希望を各関係機
関にフィードバックしていくことにより、我が国のミク
ロデータを用いた実証分析をより普遍的で、技術的に容
易なものとしていくことで、その発展に寄与することを
目指しています。

共同研究事業としては、グローバル COE プログラム
「社会科学の高度統計・実証分析拠点構築」、科学研究費

補助金特定領域研究「世代間利害調整プロジェクト」、
科学研究費補助金学術創成研究「日本経済の物価変動ダ
イナミクスの解明」などの大型研究プロジェクトで培わ
れた研究成果を基盤としながら、数量的な分析に基づく
制度・政策研究を推進しています。これまでの研究プロ
ジェクトとの成果の詳細については、以下の Web ペー
ジをご覧ください：http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/
kyodo-riyou/project.html。これらの共同研究事業の幾

基本基本構想構想データデータに直結した実証・理論に直結した実証・理論研究研究

政府政府統計ミク デ タ統計ミク デ タ

データ・アーカイブデータ・アーカイブ
政府政府統計ミクロデータ統計ミクロデータ
日本とアジアの長期時系列データベース日本とアジアの長期時系列データベース
主要国の産業生産性データベース主要国の産業生産性データベース
農家経済調査個票データベース農家経済調査個票データベース
物価 資産価格の高頻度デ タ物価 資産価格の高頻度デ タ

実証研究実証研究実証研究実証研究

物価・資産価格の高頻度データ物価・資産価格の高頻度データ

統計分析手法・統計分析手法・
経済理論の開発経済理論の開発
統計分析手法・統計分析手法・
経済理論の開発経済理論の開発

ミクロデータに基づいた実証研究
企業・家計・労働
年金・税制、少子化
生産性の国際比較 （産業・企業
レベル）

データに即した経済理論モデルの
構築
データを分析するための計量手法
の開発

他機関との連携
レベル）
高頻度データを用いた物価・
資産価格の変動と金融政策の分析

学際的な分析手法
（統計物理グループとの共同研究）

「確 な知「確 な知 政策提言政策提言「確かな知」「確かな知」 政策提言政策提言

共同利用・共同研究拠点「日本及び世界経済の高度実証分析」
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/kyodo-riyou/

共同研究プロジェクト
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研究体制

研究ユニット研究ユニット

デ タデ タ ブ

ミクロデータ・センターミクロデータ・センター
（附属社会科学統計情報研究（附属社会科学統計情報研究
センタ ）センタ ）データデータ・アーカイブ、・アーカイブ、

データ分析セクションデータ分析セクション

データの整備、分析手法のデータの整備、分析手法の
55大研究部門大研究部門

センター）センター）
データ解析グループデータ解析グループ
長期経済統計・地域経済研究長期経済統計・地域経済研究
グループグループ備、分析手法備、分析手法

開発、高度実証分析を開発、高度実証分析を行う行う 日本・アジア経済研究部門日本・アジア経済研究部門
米・欧・ロシア経済研究部門米・欧・ロシア経済研究部門
現代経済研究部門現代経済研究部門

ロシア研究センターロシア研究センター
共同研究ラボラトリー共同研究ラボラトリー

理論理論・制度・政策・制度・政策
分析セクション分析セクション

経済体制研究部門経済体制研究部門
経済システム解析研究部門経済システム解析研究部門
（比較経済改革研究部門・（比較経済改革研究部門・
客員客員）

附属附属世代間問題研究機構世代間問題研究機構
附属経済制度研究センター附属経済制度研究センター
理論・制度分析グループ理論・制度分析グループ分析セクション分析セクション

補完的理論の開発補完的理論の開発、、
制度・政策制度・政策研究を研究を行う行う

客員客員）理論・制度分析グループ理論・制度分析グループ
物価研究センター物価研究センター
産業・金融ネットワーク研究産業・金融ネットワーク研究
センターセンター
共同研究ラボラトリ共同研究ラボラトリ共同研究ラボラトリー共同研究ラボラトリー

研究支援体制研究支援体制
資料室資料室
社会科学統計情報研究センター資料室社会科学統計情報研究センター資料室
大規模デ タ分析支援室大規模デ タ分析支援室大規模データ分析支援室大規模データ分析支援室

国際連携支援・国際連携支援・
情報発信体制情報発信体制

学術出版・秘書室学術出版・秘書室 [[国際共同研究支援室国際共同研究支援室]]
広報委員会広報委員会

事務部事務部 事務室事務室事務部事務部 事務室事務室
大型プロジェクト事務支援室大型プロジェクト事務支援室

研究者
コミュニティ

経済研究所長 教授会

運営委員会

共同利用・共同研究委員会

拠点の体制 運営体制

共同研究プロジェクト

つかは、その後のより大きな共同研究プロジェクトの展
開や大型研究資金の獲得へとつながっています。

研究者コミュニティの意見を広く取り入れて、より一層
の拠点事業の発展を目指す

本研究所では、様々な外部の組織・研究者グループと
密接な関係にあり、拠点事業の運営では、彼らとの共同
研究を通じて最新の学術動向を把握するとともに、外部
の研究者コミュニティの経済研究所に対する意見・希望
の把握に努めています。正式委員会としては、「日本及
び世界経済の高度実証分析」拠点の運営委員会および共
同利用・共同研究委員会を置き、前者は拠点の運営全体

に関わる問題を、後者は、共同利用・共同研究の課題の
公募等、実施に関わる問題を審議しています。両委員会
ともに、内外の研究者コミュニティの意見・要請を広く
聴取し、運営に反映させるため、委員の過半数は当研究
所外の研究者から構成されています（委員会メンバーに
ついては、本要覧の第 5 章「研究所の紹介」をご参照
下さい）。

また 2012 年度には、「共同利用・共同研究拠点とし
ての一橋大学経済研究所」についての外部評価を受けま
した。そこでの様々な意見・指摘をもとに、今後の本研
究所をより良い、より研究者コミュニティに開かれたも
のにして行くべく、大胆な改革を進めていく所存です。
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研究活動２ 共同研究プロジェクト

分析の第一の柱は、開発のミクロ計量経済学的分析と
して、家計、企業、市場価格・取引量、農家の圃場など
を観察単位としたマイクロデータを、ミクロ経済学理論
の裏づけのある仮説に基づいて、計量経済学的に分析す
るアプローチです。経済発展の初期段階でしばしば見受
けられる、一見市場取引とは異質に見える契約や取り決
めの背後にあるミクロ経済学の論理構造を明らかにした
いと考えています。

分析の第二の柱は、経済発展の比較経済史的分析、す
なわち歴史データを駆使し、戦前日本および関連地域等
における経済発展の過程を、総合的・比較史的に実証分
析する作業です。これにより、歴史上の制度や組織、天
災あるいは政権交代などがもたらした経済的帰結を、定
量的に明らかにしたいと考えています。分析においては、
アジア長期経済統計データなどマクロデータと並んで、

科学研究費補助金　基盤研究（S）
「途上国における貧困削減と制度・市場・政策：比較経済発展論の試み」

岡崎哲二　東京大学大学院経済学研究科・教授	 神門善久　明治学院大学経済学部・教授	 高崎善人　筑波大学大学院人文社会系・教授
澤田康幸　東京大学大学院経済学研究科・教授	 北村行伸　一橋大学経済研究所・教授	 櫻井武司　一橋大学経済研究所・教授
深尾京司　一橋大学経済研究所・教授	 阿部修人　一橋大学経済研究所・教授	 神林龍　一橋大学経済研究所・准教授
森口千晶　一橋大学経済研究所・教授	 尾高煌之助　一橋大学・名誉教授	 斎藤修　一橋大学・名誉教授
三重野文晴　京都大学東南アジア研究所・准教授	 中島賢太郎　東北大学大学院経済学研究科・准教授	 有本寛　JETROアジア経済研究所・研究員

黒崎卓　一橋大学経済研究所・教授

永年にわたる開発努力にもかかわらず、多くの開発途上国には依然として深刻な絶対的貧困の問題が残っています。そ
の中には戦前日本が抱えたのと共通の問題も含まれます。本研究はそこで、現在、地球規模での喫緊の課題となっている
途上国における貧困削減・経済開発のために有益な、経済発展論・開発戦略の長期的な方向性を示すことを目的とします。
開発経済学と途上国経済論に関する新たな「知」の創生が目的と言い換えることもできるでしょう。

■	プロジェクトリーダー

■	メンバー

http://www.ier.hit-u.ac.jp/primced/

プロジェクトの概要
2010 年度から 5 年間にわたる本プロジェクトでは、

現代のアジア・アフリカ両地域と高度経済成長以前の日
本を中心に、制度や組織に注目した独自のデータ収集を
進め、制度採択の決定要因、その影響、政策の効果など
について実証的に分析します。そしてこのような実証分
析を複数時点・複数地域に関して統一的に行うことによ
り、新しい比較経済発展論の構築を目指します。
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制度と生産組織に関する詳細な史資料の発掘・データ
ベース化と分析を進め、長期的な経済発展の各段階にお
ける制度・組織の特質とその経済的役割に注目します。

そして第三の柱は、現代途上国のミクロ計量分析と、
比較経済史的分析との融合です。そのために、類似の実
証分析を第一・第二の柱両方にまたがって、すなわち複
数時点・複数地域に関して統一的な実証分析を行うこと、
それらを理解するための理論モデルを構築しシミュレー
ション分析と組み合わせることを考えています。

これまでの成果
プロジェクトの当初 3 年度において、国際ワーク

ショップ 2 回と多数の研究セミナーを開催し、アジア・
アフリカの途上国各地で詳細な家計調査や天候保険に関
する社会実験などを実施し、歴史データに関しては、戦
前日本の農家経済調査データや工場統計個票データ、法
制度情報などのデータベース（DB）化を進めました。
これらの中間成果として、3 年間で 40 本のディスカッ
ション・ペーパー（DP）、6 本のニュースレターを発表
しました。本プロジェクトの第 2 回国際ワークショッ
プは、一橋大学経済研究所附属経済制度研究センターと
の共催で、2013 年 3 月 8-9 日に開催されました。2 日
間のプログラムでは、国内外からの 7 人のゲストスピー
カーによる報告を含む 13 本の研究報告が行われ、参加
者は約 50 名にのぼりました。なぜ経済発展において制
度が重要な役割を果たすのか、制度の採択を決める要因
は何か、採択された制度や政策がもたらす資源配分上の
インパクトや分配面への影響をどう計測するか、最適な
制度や政策を設計する上で歴史分析や計量分析が果たし
得る機能は何か、などの問題が活発に議論されました。

これらを通じ、比較経済発展論アプローチの有効性、
すなわち、現途上国の分析と戦前日本など現在の先進国
がまだ貧しかった時期の分析とを長期的視野に立って組
み合わせること、マクロとミクロの分析を組み合わせる
ことにより、開発途上国における持続的な経済成長と貧
困削減に資するような政策・制度を明らかにすることが

できることが、実証的に示されつつあります。とりわけ
充実した研究成果を出せた分野は、長期経済発展・貧困
削減と自然災害への脆弱性の相互関連、および長期経済
発展・貧困削減に資するような人的資本蓄積のパターン
に関する理解の進展です。

DB に関しては、アジア・アフリカ両地域で現地の共
同研究者とともに集めるフィールド調査ベースのデータ
収集や既存データの整理と、戦前日本の農家経済調査や
企業データ・法制度データなどを再発掘してデータベー
ス化する作業とを、並行して行いました。前者について
は、ザンビアにおける家計調査と圃場毎の降雨量調査と
を組み合わせた詳細な高頻度データ収集と社会実験、ブ
ルキナファソにおけるパネルデータ調査、インドにおけ
る天候リスクと農村貧困に関するミクロ調査・社会実験、
パキスタンにおける自然災害と家計の脆弱性に関する家
計・村落・NGO 調査、タイ、フィリピンの教育に関す
る歴史統計データの整理などを実施しました。フィール
ド調査データの中間分析結果は DP にて報告し、フィー
ルドで直面する問題やこぼれ話などをプロジェクトの
ニュースレターにて紹介しています。後者については、
戦前日本の農家経済調査の個票データ入力作業がかなり
進捗し、それを用いた DP も作成することができました。
また、戦前日本の民事訴訟件数、弁護士数、判決までの
期間等の変数を DB 化した作業の中間報告をニュースレ
ターに掲載しました。経済発展データ・アーカイブとし
ての DB 公開に向けて、これまでの DB 作成成果をウェ
ブにて紹介しています。

共同研究プロジェクト
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研究活動２

研究の目的
本研究は、マーケティング会社が作成している計測誤

差の少ない、長期でかつ高頻度の家計の購買行動のパネ
ルデータを用い、家計消費と労働に関する動学的意思決
定モデルの構造パラメターの推計を試みるものです。
データが日次、高頻度であること、および商品別情報が
利用可能であるという特徴を活用し、従来の月次・年次
データでは正確に推計できなかった消費平滑期間の測
定、家計別物価指数の動向、特売時の買いだめ現象、お
よび家計の時間配分に関して分析を行います。

物価研究センター「ミクロ取引データに基づく物価・家
計行動の分析」

本研究は科学研究費補助金 若手研究（S）の一環です
が、その活動は 2006 年に研究所に設置された物価研究
センターを拠点としています。物価研究センターは、日
本のマーケティング・高頻度データの収集と分析を目的
に設置され、大規模な POS データを用いた分析を中心
に、これまで多くのワーキングペーパーの出版や、内外
の研究者を集めた研究会の開催等を行なってきました。
これらの活動は、日本のマーケティングデータを用いた
経済分析に関心のある研究者に対して開かれており、物
価研究センターのメンバーとして日本各地から多くの研
究者が参加しています。

研究の方法
標準的な家計消費データの変動が大きい理由として、

（1）計測誤差が非常に大きく、その計測誤差が安定し
ていない、（2）家計支出そのものが変動している、の
二点を考えることができます。マーケティング会社の作
成している家計パネルデータは、各家計がどのような商
品をいつ、いくらで購入しているのかをバーコードリー

ダーを用いて記録しているため、計測誤差は極めて少な
いものと考えられます。短期間における支出の変動が備
蓄可能な財を特売時に買いだめをしているために生じて
いるとするなら、支出の集計期間を変化させ、一週間、
一ヶ月、半年のように保存期間を超えた期間の支出額を
集計することで、そのような買いだめによる影響を取り
除くことが可能です。

例えば、デフレ・インフレが進行している状況下でも、
商品価格の変化率は商品ごとにかなり異なります。家計
により各商品間の代替の弾力性が異なる場合、物価変化
率もまた家計間で異なる可能性があります。家計が直面
する物価と就業状況などの家計属性との関係を明らかに
することで、実質賃金の変化がどのように家計間で異な
るかを分析します。

家計マーケティングデータには購入店舗情報が残され
ており、近くのコンビニエンスストアでどの程度の価格
プレミアムを支払い購入しているかを知ることが可能で
す。これは、消費者にとっての購買行動の機会費用の指
標と考えることが可能であり、夫婦の就業状況、子供養
育のための時間等の選択の結果とみなすことができま
す。所得分布および近隣店舗の価格情報をもとに、家計
の時間配分決定のメカニズムを解明することが可能であ
ると考えています。

これまでの成果
ホームスキャンが日次のパネル調査であるという性質

を利用し、様々な時間集計を行い、消費支出が経済理論
とどの程度整合的となるか分析しました。記憶に基づく
月次消費支出（KHPS）では、食料支出変化率の分散は
所得変化率分散の倍となり、自己相関係数も -0.46 と非
常に大きな値になっています。ホームスキャンデータで
も、月次に集計した場合は、KHPS と同様に分散と自己

科学研究費補助金　若手研究（S）・物価研究センター「ミクロ取引データに基づく物価・家計行動の分析」
「日次マーケティングデータに基づく家計消費・労働供給の分析」

安部由起子　北海道大学大学院経済学研究科・教授	 堀雅博　一橋大学経済研究所・教授	 稲倉典子　一橋大学経済研究所・科学研究費研究員
祝迫得夫　一橋大学経済研究所・教授	 川口大司　一橋大学大学院経済学研究科・教授	 北村行伸　一橋大学経済研究所・教授
小原美紀　大阪大学大学院国際公共政策研究科・准教授	 松岡孝恭　大阪大学大学院国際公共政策研究科・助教
水野貴之　国立情報学研究所・准教授	 森口千晶　一橋大学経済研究所・教授	 才田友美　有限責任監査法人トーマツ・マネージャー
齊藤有希子　経済産業研究所・研究員	 清水千弘　麗澤大学経済学部・教授	 塩路悦朗　一橋大学大学院経済学研究科・教授
塩谷匡介　日本銀行・企画役	 外木暁幸　一橋大学イノベーション研究センター・特任助手
植杉威一郎　一橋大学経済研究所・准教授	 渡辺努　東京大学大学院経済学研究科・教授	 山田知明　明治大学商学部・准教授

阿部修人　一橋大学経済研究所・教授
■	プロジェクトリーダー

■	メンバー

共同研究プロジェクト

http://www.ier.hit-u.ac.jp/~ifd/
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相関係数のいずれも大きくなっています。もしも消費が
平滑化され、かつランダムウォークに近ければ、消費分
散は所得分散よりも小さく、かつ自己相関係数は 0 に
近くなければなりません。したがって、月次の支出デー
タの挙動は、標準的な消費理論と整合的ではありません。
しかしながら、ホームスキャンデータを四半期に集計す
ると分散は急激に低下します。年間データを用いると、
自己相関係数もほぼゼロとなり、消費理論と整合的とな
ります。本研究結果から、消費支出の平準化傾向は四半
期で明らかとなりますが、ランダムウォークと整合的と
なるには一年間の集計が必要となることが明らかとなり
ました。

消費データの分散と自己相関

KHPS 変化率分散 自己相関係数
食料支出 0.210 -0.465
所得 0.115 -0.247
Homescan 支出変化率分散 自己相関係数
月次 0.166 -0.512
四半期 0.055 -0.433
半年 0.036 -0.353
年間 0.029 -0.040

阿部・新関（2010）より

物価研究に関しては、家計間で同一商品が異なる価格
で購入されることを考慮した家計別物価水準および物価
変化率を計測し、その決定要因の分析を行いました。そ
の結果、家計別物価水準が家計間で大きく異なるという
点ではアメリカの先行研究と同様ですが、高齢者ほど高
い物価に直面しているという点において、アメリカと逆
の結果となりました。家計間物価水準の決定要因として、
先行研究では家計の購入頻度が重要であるという結果を
得ていますが、より頑健な推計手法を用いた本プロジェ
クトの結果では、家計の購買頻度の増加は物価を引き下
げるものの、その効果は非常に小さく、先行研究の約
20 分の 1 の大きさしかありませんでした。家計間物価
指数の決定要因として最も重要なものは特売での購入比
率であり、高齢家計ほど特売での購入比率が低く、結果
として高齢家計がより高い物価水準に直面していること
が明らかとなりました。一方、家計間物価変化率を計測
した阿部・塩谷（2011）では、家計の所得階層別に物
価変化率に差が確認され、年収 900 万円以上の世帯は、
400 万円以下の世帯に比べ、年率で約 0.3% 物価変化率
が高くなっていました。

今後の計画
本プロジェクトは、2012 年度に進捗状況評価を受け

まして、幸い A という高い評価を得ることが出来ました。
また、東日本大震災後の商品価格や家計行動の動向とい
う新たな研究分野も加わり、研究分野は拡大しておりま
す。

今後は、特に下記の四点について、さらに分析を進め
る予定です。（1）家計別物価指数の精緻化、（2）東日
本大震災直後の首都圏における物不足の定量的把握と個
別商品価格の動向分析、（3）家計内資源配分の決定、（4）
就業状態、特に若年家計において、労働供給と家計消費
の関係の解明。特に、（2）では、震災直後、ミネラルウォー
ターや米、電池等が極端な品不足となりましたが、ホー
ムスキャンや店舗レベルの POS データなど、マーケティ
ングデータはこのような短期の変動の分析に特に適して
おり、当時、物不足の影響を強く受けた家計の特徴を明
らかにすることで、困難な時期における資源配分方法に
関する含意を得ることができると考えています。また、

（3）と（4）は、少子高齢化を背景とした家計構成の変
化や、非正規就業の増加という就業パターンの変化が起
きている現在、マクロ経済モデルにおける消費決定メカ
ニズムを再検討するという意義があり、ミクロデータを
蓄積し、緻密な分析を進めていく予定です。

the rate of price change of different pasta

共同研究プロジェクト
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研究活動２ 共同研究プロジェクト

■	プロジェクトリーダー
西沢保　一橋大学経済研究所・教授

■	メンバー
池田幸弘　慶応義塾大学経済学部・教授	 伊藤邦武　京都大学文学研究科・教授	 後藤玲子　一橋大学経済研究所・教授
小峯敦　龍谷大学経済学部・教授	 藤井賢治　青山学院大学国際マネジメント研究科・教授	 本郷亮　関西学院大学経済学部・教授
山崎聡　高知大学教育研究部・准教授	 渡辺良夫　明治大学商学部・教授

本研究は、（1） マーシャルとマーシャル派、ケインズ
とケインズ革命の展開を中心とするケンブリッジ学派の
研究を深め、（2） ケンブリッジと対抗的な関係にあった
オクスフォード、及び LSE の経済学・経済学者を、思想・
理論・政策の観点から究明し、戦後経済秩序形成の基礎
理論とイギリス福祉国家の思想的基礎を解明することを
目的にしています。創設期の厚生経済学と福祉国家を中

心に、ケンブリッジ学派とオクスフォード派という観点
から、二つの福祉思想の展開を追及して、厚生経済学史
の再検討につなげたいと考えています。また、マーシャ
ルの未完の最終巻の完成を目指し、ニュー・リベラリズ
ムとネオ・リベラリズムの緊張・対抗関係、後者の普及・
浸透を、現代福祉国家の形成・転成・危機との関係で解
明し、成果を公表していきたいと考えています。

■	プロジェクトリーダー
北村行伸　一橋大学経済研究所・教授

■	メンバー
斎藤修　一橋大学・名誉教授	 佐藤正広　一橋大学経済研究所・教授	 黒崎卓　一橋大学経済研究所・教授
岡崎哲二　東京大学大学院経済学研究科・教授	 浅見淳之　京都大学大学院農学研究科・准教授	 仙田徹志　京都大学学術情報メディアセンター・准教授
澤田康幸　東京大学大学院経済学研究科・教授	 有本寛　アジア経済研究所開発研究センター・研究員	
尾関学　岡山大学大学院社会文化学研究科・准教授	 草処基　東京農工大学大学院農学研究院・助教

本研究は、戦前の農林省統計調査部が行ってきた『農
家経済調査』をデータベース化し、現代的な経済分析手
法を用いて、戦間期の日本経済における農家経済の役割
を多角的、学際的に分析することを目的としています。
従来の農業史、経済史のアプローチとは違い、現代経済
学の手法や理論を用いて、戦間期の農家が直面していた
制度や行動様式を解明し、現代の日本経済との対応、発

展途上国の経済への含意を正面から考えることに特徴が
あります。これらの目的を達成するために、経済史、農
業経済学、会計学、統計調査論、経済発展論、計量経済
学の専門家が集まった学際的チーム編成を行っていま
す。最終的に完成する『農家経済調査』のデータベース
は経済学界へ公共財として提供される予定です。

科学研究費補助金　基盤研究（A）
「戦前期農家経済のダイナミックスと制度分析」

科学研究費補助金　基盤研究（A）
「ケンブリッジ、オクスフォード、LSE の経済思想と現代福祉国家の変容」
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■	プロジェクトリーダー
青木玲子　一橋大学経済研究所・教授／世代間問題研究機構長

■	メンバー
長岡貞夫　一橋大学イノベーション研究センター・教授	 武藤滋夫　東京工業大学大学院社会理工学研究科・教授
大和毅彦　東京工業大学大学院社会理工学研究科・教授	 新井泰弘　高知大学人文学部・講師	 岸本信　東京工業大学大学院社会理工学研究科・助教
真保智行　関東学院大学経済学部・准教授	 塚田尚稔　政策研究大学院大学・准教授	 河崎亮　東京工業大学社会理工学研究科・准教授

通信や水道・電気など、ネットワーク効果の大きい産
業では、技術とネットワークを結ぶ「標準」は、製品の
生産要素のひとつと言っても過言ではありません。従来
の一国、一企業の独占体制から複数企業の市場への移行
に伴い、国内標準、国際標準の重要性は増すばかりです。
これまでの政策は標準統一に専念してきましたが、産業
が成熟するに伴い、新しい技術と標準の出現が必要にな
ります。移行期は複数標準になるべきか？そもそも新し
い技術や標準を作るのは、既存の企業（インサイダー）
なのか、その他の企業（アウトサイダー）なのか？技術
や標準の世代交代はどのような環境で起こり、どのよう

な問題があるのか？一代の技術と標準のライフサイクル
はどのようなものなのか？本研究はこれらの問題を（1） 
MPEG, DVD と Bluray, 3G 携帯電話などのケース・スタ
ディーによって実態を把握し、（2） 発見的考察に基づき、
ゲーム理論と実験経済学を使って技術と標準のライフサ
イクルと世代交代のメカニズムを、知的財産や競争政策
との関連も含めて分析します。研究成果には、望ましい
標準化や標準団体のあり方の政策提言も含まれます。ア
ジア、北米、オセアニア、ヨーロッパの学者・研究機関
とも連携して研究を進めています。

■	プロジェクトリーダー
岩﨑一郎　一橋大学経済研究所・教授

■	メンバー
上垣彰　西南学院大学経済学部・教授	 雲和広　一橋大学経済研究所・教授	 杉浦史和　帝京大学経済学部・准教授
鈴木拓　帝京大学経済学部・准教授	 徳永昌弘　関西大学商学部・准教授	 堀江典生　富山大学極東地域研究センター・教授
溝端佐登史　京都大学経済研究所・教授

本研究プロジェクトは、市場経済化 20 年史のメタ分
析及び独自の実証分析を介して、旧ソ連・中東欧諸国を
中心とする世界のあらゆる旧社会主義移行諸国を研究対
象とした「比較移行経済論」の先駆的創出と当該研究成
果の国際的発信を、その目標に掲げています。具体的に
は、移行経済研究分野において、最も争点となっている
4 分野 12 研究テーマについて、過去 20 年間におけるそ
の論争の流れを追跡・再構築化した上で、理論研究の含
意と実証分析の諸成果との間の対応関係を詳細に検討し
ます。この目標を達成するために私達は、（1） 分析期間

や対象国が異なる様々な実証分析の諸結果をメタ分析と
いう手法によって統合する、（2） 個々の研究テーマにつ
いて、過去の研究とは一線を画した独自の理論研究や実
証分析を行い、この意味でも新たな貢献をもたらす、（3） 
先行業績の渉猟対象を、特定の国や地域に一切限定しな
いという原則を首尾一貫追求することで、所謂「地域性
バイアス」を克服する、という 3 つの研究方針を通じて、
移行経済研究に体系的な総括を加え、その全体を「比較
移行経済論」として結晶化させることが、本研究プロジェ
クトの最終的な目的です。

科学研究費補助金　基盤研究（A）
「標準と技術のライフサイクル、世代交代と周辺課題」

共同研究プロジェクト

科学研究費補助金　基盤研究（A）
「比較移行経済論の確立：市場経済化20年史のメタ分析」
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研究活動２

■	プロジェクトリーダー
堀雅博　一橋大学経済研究所・教授

■	メンバー
村田啓子　首都大学東京社会科学研究科・教授	 稲垣誠一　東京工業大学大学院イノベーションマネジメント研究科・教授	
濱秋純哉　一橋大学大学院経済学研究科・講師	 岩本光一郎　愛知学泉大学現代マネジメント学部・准教授

本研究プロジェクトでは、1980 年代半ば以降今日に
至る期間における、我が国世帯の所得及び資産分布の変
化を実証的に計測し、それが家計の経済行動に与えた影
響を評価します。金融資産、実物資産、人的資産のそれ
ぞれについて世帯間分布を推定するため、「家計調査」、

「賃金構造基本統計調査」、「消費生活に関するパネル調
査」、「公示地価」等のミクロ・データを入手・活用する
とともに、世帯の家族関係、遺産相続、退職金受領の実

態等を探るべく独自のアンケート調査も行っています。
個別世帯ベースの資産保有状況を推定した後、推定

データを用い、消費者行動の諸理論（恒常所得仮説や習
慣形成仮説等）が我が国世帯の経済行動を説明する上で
どの程度有用であるかを検証します。加えて、同データ
を用いた政策効果（とりわけ、1990 年代以降の失われ
た 20 年に採用された種々の経済政策の効果）の分析を
行います。

■	プロジェクトリーダー
櫻井武司　一橋大学経済研究所・教授

■	メンバー
加治佐敬　青山学院大学国際政治経済学部・教授	 木島陽子　筑波大学大学院システム情報工学研究科・准教授
中野優子　筑波大学人文社会系・助教

長く経済が停滞していたサブサハラ・アフリカ諸国に
おいても 2000 年代に入り、急速な経済成長が始まりま
した。同時に農業生産性の上昇も観察されていますが、
アジアの「緑の革命」に匹敵するほどの広汎で急激なも
のではないようです。そこで本研究は、サブサハラ・ア
フリカの経済発展における緑の革命の役割を、アジアと
の比較において解明することを主な目的としています。
研究代表者と研究分担者は、ウガンダ、モザンビーク、
タンザニア、ガーナ、セネガル、ケニアですでに稲作農
家を対象とした家計調査を実施しており、本研究で同じ
農家を再調査することにより独自のパネルデータを作成

する計画です。平成 23 年度はウガンダとモザンビーク
で調査を実施しました。平成 24 年度はタンザニア、ガー
ナ、セネガルで調査を実施し、さらにナイジェリアとマ
ダガスカルで新たな調査を開始しました。平成 25 年度
にも引き続き調査を行うとともに、こうして作成したパ
ネルデータを使って分析を始めます。2 時点間を比較す
ることにより、サブサハラ・アフリカにおける緑の革命
はどのような条件で起こっているのか、緑の革命は農家
所得の向上と食糧供給の増大をもたらしたのか、という
経済学的でしかも実践的な問いに答えることができると
考えています。

科学研究費補助金　基盤研究（A）（海外）
「サブサハラ・アフリカにおける緑の革命の進展と貧困削減：パネルデータによる政策評価」

科学研究費補助金　基盤研究（A）
「ミクロ・データを用いた我が国世帯の経済行動と政策効果に関する研究」

共同研究プロジェクト
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共同研究プロジェクト

■	プロジェクトリーダー
櫻井武司　一橋大学経済研究所・教授

■	メンバー
有本寛　アジア経済研究所・研究員	 横山繁樹　国際農林水産業研究センター・主任研究員
高野久紀　京都大学大学院経済学研究科・准教授	 橘永久　千葉大学法経学部・教授	 木島陽子　筑波大学大学院システム情報工学研究科・准教授
高橋和志　アジア経済研究所・研究員

生産と消費を結ぶ「市場」が効率的に機能すれば、農
業の成長が貧困削減と経済発展につながるはずです。そ
こで本研究は、発展途上経済において、農産物市場の取
引費用に影響し効率性を決定する「市場制度」を取り上
げ、その実態や機能、帰結を解明し、改善に向けた提案
を行うことを課題とします。特に農産物の品質と量を確
保する様々な制度（垂直統合、品質検査、標準化等）に
焦点をあてます。各地でどのような市場制度が存在して
いるか？市場制度がどのようにして農産物市場の効率化
に貢献するか？なぜ時代や地域により異なる市場制度が
現れるのか？これらの市場制度によって、生産者や消費

者の行動や経済厚生にどのような影響が現れたのか？以
上が、本研究の問いになります。この問いに答えるため、
多くの地域で主食となっている米を取り上げ、近年急速
に稲作が普及しつつあるサブサハラ・アフリカを研究の
対象地域とします。また米の主要生産国である日本およ
びアジアの経験との比較も行います。平成 25 年度は、
マダガスカル、ガーナ、シエラレオネにおいて予備調査
を実施し、そのうちガーナでは農家と精米所、小売商を
つなぐ流通経路の取引について本調査まで行います。一
方で、日本の米市場の発達については、文献整理に取り
組みます。

科学研究費補助金　基盤研究（A）
「市場制度の発達に関する比較経済発展史的研究：アフリカの米を例にして」
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研究活動２

本事業は、一橋大学経済研究所と一橋大学大学院経済
学研究科が協力して、「社会科学のデータ・アーカイブ
を核とし、OJT による人材育成と、アーカイブを活用し
た実証研究やデータに直結した経済理論・統計分析手法
の開発を行う、世界でもユニークな教育研究拠点」を 5
年間で構築することを目指したものでした。事業の成果
としてまず挙げられるのが、優れたデータベースを擁し、
これを活用したオン・ザ・ジョブ・トレーニングを行う
世界的な実証教育研究拠点としての国際的な認知の確立
です。

歴史統計の分野では、「アジア長期経済統計」推計の
成果をウェブページで世界に公開しました。特に、奈良
時代からの日本の GDP 推計やヴェトナム、韓国、台湾
の長期 GDP 推計は、歴史統計の国際連携組織マディソ
ン・プロジェクトにおいて、これら諸国を代表するデー
タとして収録されるなど、大きな国際的な反響がありま
した。また、中国の文化大革命前後の商品別貿易統計推
計や戦前期日本の都道府県別 GDP 推計など多数のデー
タが、内外の多くの研究で引用・利用されました。「ア
ジア長期経済統計」は、原資料を利用するため、フロー
ニンゲン大学から 2 人の博士課程の大学院生が来日す
るなど、海外の若手研究者からも高い関心を集めました。
この実績を基礎に、LSE、ハーバード大学等と連携して、
Asian Historical Economics Conference (AHEC) の総会を
ヴェニス、北京、東京で開催しました。本事業が主催し
た第 3 回の東京総会には外国人 65 名を含む 110 名が参
加 し ま し た。 ま た、 こ の 東 京 総 会 に お い て Asian 
Historical Economics Society の設立が合意され、本事業
拠点リーダーの深尾が初代会長に就任しました。

公的統計ミクロデータの二次利用については、本事業
では総務省との協力により日本で最初に設置した政府統
計の「ミクロデータセンター」を活用して、公的統計ミ
クロデータの二次利用を推進し、また厚生労働省のデー
タ匿名化等にも取り組んできました。その貢献は総務省
や統計委員会からも高い評価を得ておりますが、この取
り組みと実績をもとに、2009 年度には各国公的統計ミク
ロデータを用いて企業行動や労働市場を分析する国際連
携組織 CAED (Comparative Analysis of Enterprise Data) の
全体集会をアジアで初めて主催し、この分野を代表する
研究者が国内外から約 250 人参加しました。世界のミク
ロデータ分析の潮流をアジアに紹介するとともに、アジ
アの研究を世界に紹介する結節点の役割を果たしたと言
えます。これを契機としてCAEDのその後の全体集会には、
日本の若手研究者が多数参加するようになり、さらに海
外の若手研究者が日本の政府統計ミクロデータを利用す
るために経済研究所に滞在するケースが増加しました。

また、従来から経済産業研究所と協力して整備・更新
してきた日本産業生産性（JIP）データベースおよび新
たに構築した中国産業生産性（CIP）データベースは、
日本と中国を代表する産業レベルの生産性データベース
として国際的に認知され、JIP は OECD や米国商務省経
済分析局等でも使われています。また本事業は、EU 政
府の生産性と産業構造に関する 2 つのプロジェクト EU 
KLEMS および世界産業連関表プロジェクトやハーバー
ド大学の生産性に関するプロジェクト World KLEMS に
日本を代表する形で参加し、日本と中国のデータを提供

しました。2014 年 5 月には、第 3 回 World KLEMS 全体
集会を東京で共催する予定です。本事業ではさらにアジ
ア開発銀行や韓国中央銀行と協力して Asia KLEMS プロ
ジェクトをスタートさせました。このプロジェクトでは、
日本、韓国、中国、インド等の経済発展を実証研究する
ための基礎となるデータベースを構築しつつあります。

本事業のもう一つの重要な成果は、斬新なデータベー
スを活用して様々な新しい知見を得、これを世界に発信
したことです。

事 業 推 進 担 当 者 は 本 事 業 で 得 た 知 見 を American 
Economic Review, Econometrica, Journal of Economic 
Theory,　International Economic Review, Journal of 
Econometrics など世界のトップ・ジャーナルで発表し
ました。査読付き学術雑誌への研究論文は 246 本に及
んでいます。研究成果の多くは、実証分析と直結した経
済・統計理論の構築や、政府統計ミクロデータや長期経
済統計に基づく実証研究など、プロジェクトの特徴を反
映しています。

このような研究成果により、参加研究者が 3 件の日経・
経済図書文化賞、日本学士院賞、日本学術振興会賞、日
本統計学会研究業績賞など多くの賞を受賞しました。ま
た成果は、内外の公的機関でも利用されるなど、社会的
な貢献も大きかったと言えます。例えば、可変パラメー
タ VAR モデルを用いた日本の金融政策の効果の変化の
計量分析の手法は、日本銀行でも使われるようになりま
した。

本事業の第三の重要な成果は、グローバルな研究能力
を持つ大学院生・若手研究者の育成です。

大学院生・若手研究者を対象に、51 回の分野横断的
なリサーチ・ワークショップ、22 回の若手集中セミナー、
27 回の世界の第一線の研究者によるレクチャーシリー
ズを開催することにより、大学院生の質を高め、博士論
文の準備を促しました。多数の国際コンファレンス開催
により、先端的な研究発表を行うとともに、大学院生が
第一線の研究者と研究交流をもつ場を形成しました。国
際的な学術会議における研究発表や、フィールドスタ
ディなどの活動を希望する若手研究者 32 名に旅費の支
援を行いました。更には、英語を準母語とする講師を雇
用し、英語論文法や日本・アジア経済に関する授業を開
講しました。これらの支援により博士課程の大学院生と
ポスドククラスの若手研究者が執筆した（共著を含む）
英 文 DP は 51
本 に 達 し、DP
以 外 に 10 本 以
上の英文論文が
学術誌に掲載さ
れました。また
COE フェローの
うち 2 名が海外
の大学・研究機
関に、COE 研究
員 の う ち 3 名
が、海外の大学・
研究機関に就職
をしました。

グローバルCOEプログラム「社会科学の高度統計・実証分析拠点構築」＜活動報告＞

研究期間：2008 年度 -2013 年度　　■	拠点リーダー：深尾京司

共同研究プロジェクト

http://gcoe.ier.hit-u.ac.jp/index.html
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日本経済の企業と企業の間、銀行と企業の間のネット
ワークは、過去四半世紀の経済停滞の時期にその機能を
著しく低下させました。第 1 に、病に陥った企業や銀
行とは本来ただちに関係を絶つべきであるのに、多くの
企業や銀行はその切り替えができないままに取引を続
け、やがては健全な経済主体にまで病が伝染してしまい
ました。生産性の低い大企業に対する大銀行の追い貸し
が典型例です。第 2 に、企業や銀行の破綻が多発する
中で、各経済主体は互いに取引相手の支払能力を疑うよ
うになり、相互不信の状況が生じました。企業間信用の
縮小などがその例です。こうしたネットワークの機能低
下が経済主体の生産性を低下させ、それが経済停滞を長
期化させる一因となりました。本研究の目的は、こうし
た理解をデータにより検証すると同時に、各経済主体の
協調的な行動により高い生産性、高い経済厚生を実現す
るというネットワーク本来の機能を取り戻すにはどうす
ればよいのかを考察することでした。

具体的には、多時点の企業間ネットワークデータを整
備した上で、「つながり力」のプラス面に注目し、ネッ
トワークの「経営改善」機能に関する研究ならびにネッ
トワークの「新陳代謝」機能に関する研究を行うこと、
企業間ネットワークに関するアンケート調査を実施する
ことを掲げました。また、本研究の開始後にリーマン
ショックや東日本大震災など、つながりを通じて経済全
体に深刻な負の影響が広がる事象が生じたことなどを踏
まえ、ネットワークにおけるシステミックリスクについ
ても研究対象を広げました。

多時点企業間ネットワークデータの構築については、
帝国データバンクと研究協力関係を結び、2008 年以降
2012 年に至る、主要取引企業・金融機関の名称を含む
約 30 万社に及ぶ詳細な企業情報を、立地情報、取引金
融機関情報、政府統計と接合し、各分野の研究を行うデー
タセットを構築しました。また、企業向けアンケート調
査については、中小企業庁や地方自治体と協力して、
2009 年、2012 年の 2 回にわたって実施しました。これ
らのデータセットに基づき、知識の波及など取引の質的
側面に係る分析を含めた重層的な研究、システミックリ
スクなどの負の側面にも注目した研究を推進し、ネット
ワークについての幅広い研究成果を得ることができまし
た。

研究期間中に、60 本の論文を作成し、関連著書 5 冊
を出版（予定も含む）し、また、企業間や金融機関間の

ネットワークを研究する海外の著名エコノミストを招
き、The Economics of Interfirm Networks というタイト
ルで成果を報告・議論する大規模な国際コンファレンス
を開催、政策担当者や実務家との意見交換シンポジウム
を行うなど、成果の普及・政策的含意の検討にも努めま
した。

その結果、評価委員会からは、「企業間ネットワーク
に関する実証分析に基づいて、「つながり力」の不足解
消が生産性や成長に与える効果について、負の側面を含
めて、定量的な研究がなされ、また、「つながり力」を
強めるための具体的な方策の提言がなされており、事業
の目的に照らして十分な成果があったと認められる。」
とのコメントと、「事業の目的に照らして、十分な成果
があった」との最終評価を得ることができました。

これら 3 枚の地図は、日本における企業間の取引関係の特
徴を示している。地図における点は、企業　を示している。
最初の地図では、東京におけるある企業を始点として、この
企業と直接取引関係を有する企業と、これら直接取引企業と
取引関係を有する企業を赤で示している。2 番目の地図では、
これら赤の企業と取引関係を有する企業も含めて赤にしてい
る。最後の地図では、2 番目の地図における赤い企業と取引
関係にある点を含めて赤で示している。ここまで来ると、全
国に所在する企業の大部分が、始点の企業と間接的な（この
場合は最大 4 ステップまでで）取引関係を有していることが
分かる。日本における企業は、取引関係を介して地理的に遠
い企業ともつながっていることが分かる。（図の作成は、筑
波大学の水野貴之准教授）

指した実証的社会科学研究推進事業）＜活動報告＞
「持続的成長を可能にする産業・金融ネットワークの設計」（近未来の課題解決を目

http://www.ier.hit-u.ac.jp/ifn/

研究期間：2008 年度 -2012 年度　　■	プロジェクトリーダー：植杉威一郎

共同研究プロジェクト
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研究活動２

　研究部門は経済研究所の研究体制の基盤です。歴史的
にみると、「日本及び世界の経済の総合研究」を設置目
的とすることになった 1949 年に、研究部門は、「アメ
リカ経済」「ソ連経済」「国民所得・再生産」「統計学」「古
典経済」の 5 部門であり、翌年「日本経済」が加わり 6
部門となりました。その後、1964 年に文部省令によっ
て研究部門が定められ、その年 10 であった研究部門は
1977 年には 14 研究部門に増設されました。1978-79 年
の省令の一部改正によって、研究部門は「大研究部門」
制に改組され、「日本・アジア経済」「米・欧・ソ連経済」

（後に「米・欧・ロ経済」）「現代経済」「経済体制」「経
済システム解析」の「5 大研究部門」となり、今日にい
たっています。また、研究交流を目的にする「比較経済

（客員）研究部門」が 1986 年に（その後、比較経済改
革（客員）研究部門に）、続いて「国際経済関係（外国
人客員）研究部門」が 1990 年に増設されました。

日本・アジア経済研究部門
　工業化を軸とした経済発展が欧米外の地域に定着した
のは 19 世紀末の日本が最初で、20 世紀後半なってよう
やくアジア諸地域に浸透しました。それだけに日本の経
験はアジアやアフリカ諸国の開発政策に示唆を与えるこ
とが多く、逆にこれらの諸国の現状認識と歴史的経験の
解明は日本の歴史的過程の理解に繋がります。本部門は
この観点から、四つの研究科目（経済的離陸までの日本
経済に関する歴史的研究、離陸後の日本経済に関する実
証研究、現代アジア・アフリカ諸国に関する応用経済学
的研究、低開発と貧困の構造に関する学際研究）によっ
て構成されています。

米・欧・ロシア経済研究部門
　本研究部門は、旧来のアメリカ経済研究部門、イギリ
ス経済及び英連邦研究部門、及びソ連経済研究部門を統
合し、更に西ヨーロッパ経済も研究科目として包括して
います。アメリカ、イギリス、西ヨーロッパ及びロシア
経済は、いわゆる先進国経済として多くの共通問題を抱
えているだけでなく、貿易・対外投資などを通じて、密
接な結びつきを持っており、この経済的関連性は、今後
もますます密接化するものと思われます。このような意
味での世界の先進国経済を研究することが、本部門の目
的です。

現代経済研究部門
　現代経済研究部門は現代の日本および世界が直面する
経済問題を理論・実証両面から研究し、これを解決する
ために必要な経済システムの改革と経済政策を構想する
ことを目的としています。本研究部門の構成は、1990
年代初以降のいわゆる「失われた 20 年」における諸問
題を分析する現代経済分析、日本の金融とその国際比較
研究を行う金融経済、国際金融・通貨に関する研究を行
う国際経済、非厚生主義的な規範的経済理論の基礎付け
を行う公共経済の四研究科目となっています。

経済体制研究部門
　経済体制研究部門は、市場経済および移行経済の制度
的分析、社会主義計画経済の歴史的研究、ならびに経済
思想に焦点を置いた研究活動を展開しています。特に、
コーポレート・ガバナンスや雇用システム・労使関係等
に焦点を当てた資本主義の多様性の解明、旧社会主義移
行経済の定性的・定量的分析、ならびに経済システムの
差異の基礎にある経済思想に関する研究および経済思想
と政策形成の研究が、本部門の中心的な分析内容となっ
ています。つまり、経済システムの質的側面にも目配り
した理論的・実証的・歴史的分析を進めるところに本部
門の特徴があります。

経済システム解析研究部門
　経済システム解析部門では、経済理論、統計解析及び
データ処理、数量的解析を一貫したシステム展開の観点
から統合・組織化しています。各分野の成果を相互に有
効に活用し、その成果を各分野にフィードバックするこ
とにより高次の研究成果が期待できるからです。経済シ
ステム解析研究部門は、国民所得・国富の理論および実
証的研究、統計学の基礎理論と経済分析への応用に関す
る研究、計量経済学の手法の開発およびその応用を研究
する経済計測、経済システムの理論的・計量的な分析を
行うシステムズ分析から構成されています。

比較経済改革研究部門
　本研究部門は、1986 年度より 10 年間にわたり、日
本経済及び世界経済における現代的諸問題を国際比較の
視点から理論的・実証的に研究してきた「比較経済研究
部 門 」 の 研 究 成 果 を さ ら に 継 続・ 発 展 さ せ る た め、
1996 年度より本研究所の 5 大研究部門のいくつかと共
同して研究をすすめています。

研究部門・教員紹介

研究部門
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教員紹介

研究部門・教員紹介

　本研究所には様々な分野の専門家が集まっています。ここでは、教員の研究課題等の紹介します。
（2013 年 4 月現在）

青木玲子　AOKI,	Reiko ／教授／米・欧・ロシア経済研究部門
（1） 科学技術イノベーションと諸政策 ;　基礎研究をふくめた政策、補完的政策の分析

（2） 知財の法と経済学：知財制度のイノベーションへの影響、円滑な知財のアクセスのた

めの制度設計、技術標準化と知財などの研究

（3） 少子高齢化の政治経済：少子高齢化での政治・経済制度の模索、世代間問題研究会

http://www.ier.hit-u.ac.jp/~aokirei/

浅子和美　ASAKO,	Kazumi ／教授／経済システム解析研究部門
（1） 景気循環の局面予測モデルの開発、地域の景気分析

（2） 金融市場のバブル分析

（3） 環境と社会資本の経済分析

阿部修人　ABE,	Naohito ／教授／日本・アジア経済研究部門
（1） homescan および各種個票データを用いた家計消費モデルの構造パラメターの推計

（2） 家計所得の変動要因およびその動的メカニズムの解明

（3） POS 等の大規模個別価格データに基づく物価変動メカニズムの分析

http://www.ier.hit-u.ac.jp/~nabe/

伊藤善典　ITO,	Yoshinori ／教授　産学官連携／世代間問題研究機構
（1） 社会保障制度・福祉レジームの国際比較と決定要因の分析

（2） 財源及び人的側面での社会保障の持続可能性を高めるための政策の研究

祝迫得夫　IWAISAKO,	Tokuo ／教授／米・欧・ロシア経済研究部門
（1） 日本の株式収益率のクロスセクションのパターンに関する実証分析

（2） 日本のミクロとマクロの貯蓄率の関係

（3） 世界金融・経済危機後の米国および先進各国における金融規制

https://sites.google.com/site/tokuoiwaisako/home
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研究活動２ 研究部門・教員紹介

岩﨑一郎　IWASAKI,	Ichiro ／教授／経済体制研究部門
（1） 中東欧及び旧ソ連諸国における市場経済化 20 年史のメタ分析

（2） 世界的金融危機の旧社会主義移行経済への影響に関する実証研究

（3） ロシア株式会社制度のミクロ実証分析

（4） 中央アジア第二次産業長期発展経路の統計・計量分析

伍暁鷹　WU,	Harry	Xiaoying ／教授／現代経済研究部門
（1） 中国経済成長のパフォーマンスを評価するデータベースの構築と再検討

（2） 購買力平価に基づく中国産業発展の国際比較

（3） 中国経済発展における政府の役割と資源配分

（4） 1800 年代後半以降の中国数量経済史研究

植杉威一郎　UESUGI,	Iichiro ／准教授／現代経済研究部門
（1） 企業 - 金融機関関係に関する分析

（2） 貸出市場への政府介入の効果に関する分析

（3） 企業間ネットワークと産業集積との関係に関する分析

（4） 企業間ネットワークを通じたショックの伝播に関する分析

小塩隆士　OSHIO,	Takashi ／教授／経済システム解析研究部門
（1） 公的年金と高齢者就業の関係に関する分析

（2） 健康の社会経済的決定要因に関する分析

（3） 主観的厚生の経済分析

神林龍　KAMBAYASHI,	Ryo ／准教授／日本・アジア経済研究部門
（1） 1990 ～ 2000 年代の日本の賃金格差・雇用変動に関する実証研究

（2） 職業紹介機関の役割に関する歴史的研究

（3） 解雇法制の効果に関する研究

北村行伸　KITAMURA,	Yukinobu ／教授／社会科学統計情報研究センター
（1） ミクロ計量経済学：政府統計のミクロデータを用いた、消費、年金、健康などに関す

る分析

（2） 金融財政政策：個人家計別物価指数の構築、消費税率の設定問題、電子マネーの金融

政策に与える影響

（3） 経済史研究：政府債務問題の歴史、近世金融史、利子の思想史

http://www.ier.hit-u.ac.jp/~kitamura/
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研究部門・教員紹介

木下千大　KINOSHITA,	Kazuhiro ／准教授／社会科学統計情報研究センター
（1） 統計ミクロデータの匿名化手法及びレプリカデータの作成手法の研究

（2） 社会科学分野におけるミクロデータによる実証分析を行うための利用基盤の構築

（3） 社会統計調査における非標本誤差に関する研究

雲和広　KUMO,	Kazuhiro ／教授／米・欧・ロシア経済研究部門
（1） ロシア・旧ソ連の人口諸問題とジェンダー状況

（2） ロシア個別地域の現状と地方財政制度

（3） ソビエト初期工業化過程における労働力と産業立地の変遷に関する統計整理と分析

（4） ロシアを中心とする CIS 諸国間の労働力移動

http://www.ier.hit-u.ac.jp/~kumo/

黒崎卓　KUROSAKI,	Takashi ／教授／日本・アジア経済研究部門
経済開発・経済発展のミクロ経済学的分析

（1） インド及びパキスタンの貧困家計のリスク対応と労働配分、人的資本 

（2） パキスタンにおける経済発展と信用市場、コミュニティの役割

（3） インド亜大陸の農業生産に関する歴史的定量分析、など

http://www.ier.hit-u.ac.jp/~kurosaki/

小暮克夫　KOGURE,	Katsuo ／講師／経済制度研究センター
（1） 制度と経済発展に関する研究

（2） カンボジアの経済発展過程に関する研究

児玉直美　KODAMA,	Naomi ／准教授　産学官連携／世代間問題研究機構
（1） 企業の人材戦略としてのダイバーシティに対する取組が企業経営に与える影響の分析

（2） 女性の創業、自己雇用の実態把握及び経済社会へ与える影響の分析

（3） グローバル化が雇用、賃金に与える影響の分析

後藤玲子　GOTOH,	Reiko ／教授／現代経済研究部門
（1） 要因連関と構造分析を通じたケイパビリティ・アプローチの操作的定式化

――厚生経済学の新たな情報的基礎――

（2） アロー、ロールズ、センの理論的・方法的枠組みの再検討を通じた規範的経済学の構築

（3） 実質的自由、差異の平等そして公共的相互性にもとづく福祉国家の再構想
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研究活動２ 研究部門・教員紹介

櫻井武司　SAKURAI,	Takeshi ／教授／日本・アジア経済研究部門
（1） サブサハラ・アフリカの貧困と農業の発展

（2） 発展途上国の天然資源管理の経済分析

（3） 社会生態システムの脆弱性と復元力

佐藤正広　SATO,	Masahiro ／教授／社会科学統計情報研究センター
（1） 統計調査制度史：英国、日本および旧日本植民地を中心とした統計調査制度の展開過

程と近代国家による社会統合の研究、および統計資料特性の解明

（2） 日本近代社会史：近代化の過程で日本が西欧から移植した諸制度の日本社会における

受容史の研究

都留康　TSURU,	Tsuyoshi ／教授／経済体制研究部門
（1） インセンティブ・メカニズムとその変化の分析：自動車販売会社の人事データに基づ

く、業績給制度と個人の生産性に関する日本と北米の分析

（2） 東アジアにおける製品開発と人材マネジメント：聞き取り調査とアンケート調査に基

づく日本・韓国・中国企業の比較分析

中村純一　NAKAMURA,	Jun-ichi ／准教授／経済制度研究センター
企業財務データを利用した企業金融、企業行動の実証研究

（1） いわゆる「ゾンビ企業」の発生・復活メカニズム

（2） Multiple q による設備投資関数の計測

（3） 設備投資、リストラクチャリングと企業金融

西沢保　NISHIZAWA,	Tamotsu ／教授／経済体制研究部門
（1） 創設期の厚生経済学と福祉国家

（2） マーシャルと同時代の経済思想、ケインズとイギリスの経済政策

（3） 福田徳三と日本の経済思想、経営者教育の日英比較

橋本由紀　HASHIMOTO,	Yuki ／講師／経済制度研究センター
（1） 外国人労働者を雇用する企業の生産性に関する実証研究

（2） 日系ブラジル人労働者の帰国後の再就職に関する実証研究

（3） 人事データを用いた企業内キャリア形成に関する分析
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研究部門・教員紹介

深尾京司　FUKAO,	Kyoji ／教授／現代経済研究部門
（1） イノベーションと全要素生産性：産業・企業レベルデータによる分析

（2） 日本の地域間経済格差の長期分析（1600 年－ 2008 年）

（3） 日本の超長期経済統計の推計と経済発展の国際比較

（4） オフショアリング・バイアスの計測

（5） 生産の海外移転と日本国内の雇用・生産性に関する研究

http://www.ier.hit-u.ac.jp/~fukao/

堀雅博　HORI,	Masahiro ／教授　産学官連携／世代間問題研究機構
（1） 80 年代半ば以降に生じた所得・資産分布の変化が世帯の消費行動に与えた影響の研究

（2） 銀行部門の不調が取引企業や実態経済に与える影響についての分析

（3） アジアにおける貿易構造の変化が景気変動の国家間連動関係に与える影響の分析

森口千晶　MORIGUCHI,	Chiaki ／教授／日本・アジア経済研究部門
（1） 日米における養子制度と児童福祉の発展の実証分析

（2） 近代日本と中国における財政と統治の歴史比較制度分析

（3） 日米における労務管理制度や所得分配の変遷の比較分析

（4） 東日本大震災の影響の実証分析

吉原直毅　YOSHIHARA,	Naoki ／教授／現代経済研究部門
（1） 非厚生主義的経済学の基礎理論 : 非厚生主義的価値基準に基づく政策の社会的意思決

定とメカニズム・デザイン

（2） 労働搾取の公理的分析 : 労働搾取や窮乏性などの観点からの市場経済の評価分析

（3） 多元的政治空間を持つ政治経済的競争ゲームの理論的研究

（4） 応用厚生経済学：モラル・モチベーションを有する個人が居る社会での公共的意思決定

http://www.ier.hit-u.ac.jp/~yosihara/

渡部敏明　WATANABE,	Toshiaki ／教授／経済システム解析研究部門
（1） 資産価格の高頻度データを用いたボラティリティの推定とリスク管理への応用

（2） DSGE モデル、時変 VAR モデル、マルコフスイッチングモデルなどの拡張とそれらの

MCMC を用いたベイズ推定法の開発およびマクロデータへの応用
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研究活動２

1．設置目的

　一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報研究セン
ターは、社会科学統計に関する情報を収集・整備し、学
術研究者に広く提供することにより、日本経済を中心と
する人文・社会科学研究の向上に寄与することを目的と
しています。1964 年に人文社会科学の全国共同利用施
設として経済研究所に附設された「日本経済統計文献セ
ンター」が本センターの出発点ですが、その後の拡充改
組により、「日本経済統計情報センター」を経て、2002
年に現在の「社会科学統計情報研究センター」となりま
した。

2．研究所とセンター

　本センターには現在、5 名の専任教員（教授 2、准教
授 1、助教 2）が所属して研究を行なっています。研究
所本体には「研究部」として 5 つの研究部門がありま
すが、本センターは、研究所内部において 5 大部門と
並ぶ研究や業務上の単位となっています。現在、研究所
において進められている大型研究プロジェクトにおいて
も、本センターの教員が重要な役割を果たしています。
　本センターはまた、4 名の専任事務スタッフと多くの
非常勤事務スタッフを通じて、研究所の研究活動への各
種支援サービスも提供しています。設置目的は全国の研
究者への統計情報の提供ですが、研究所教員の研究に必
要な資料を収集・提供するという意味では、研究所に欠
かせない研究支援体制の一部でもあるのです。この機能
は、大型研究プロジェクトを通じて様々な統計資料や
データベースの蓄積が加速されている現在、重要性が増
しています。

3．現在の活動

日本経済および社会科学統計を中心とした資料の収
集・整理は間断なく続けられており、2012 年度末の所
蔵図書資料総冊数は 196,275 冊、継続受入雑誌タイトル
総数は 194 誌となっています。これらの資料は、附属
図書館のオンライン目録や国立情報学研究所の CiNii 
Books により検索可能で、閲覧や文献複写、レファレン
ス業務などを通じて、全国の研究者に広く利用されてい
ます。

2012 年度の閲覧者数 884 人（内：学外者 114 人）、
閲覧冊数 5,993 冊、レファレンス受付件数 51 件、文献
複写受付件数 349 件となっています。

本センターは、2002 年の拡充改組によって、政府統
計ミクロデータの研究者への試行的提供の担い手という
新たな位置づけを持つようになりました。近年、社会科
学分野の統計データに対する需要がマクロデータからミ
クロデータに移ってきていることから、総務省統計局統
計調査部との協力の下で、政府統計のミクロデータを試
行的に提供するのがこのシステムです。加えて、学問的
に関心が高いにも関わらず調査実施部局が行っていない
集計を独自に行い、その結果を公表する事業も開始して
います。政府統計ミクロデータを用いた研究活動につい
ては、本要覧の 4．社会への貢献「ミクロデータ分析」
のページも参照願います。

他方、これまで伝統としてきた歴史データやマクロ
データ関連の研究活動も、これまで以上に力を入れてい
ます。歴史統計として高い評価を得ている『長期経済統
計』（全 14 巻）のデータベースは、本センターのホー
ムページからアクセスできます。新たな事業として、後
述の戦前の農家経済調査個票のデータベース化を集中的
に行なっています。

また、本センターの活動に伴って行なわれた統計情報
に関する調査や統計データの整備・開発の成果、所蔵コ
レクション等の目録は統計資料シリーズとして刊行して
います。

4．政府統計ミクロデータの試行的提供の評価

　本センターは、（財）日本統計協会の 2006 年度統計
活動奨励賞に続いて、2007 年 9 月に日本統計学会から
第 3 回統計活動賞を受賞しました。「学術研究のための
政府統計ミクロデータの試行的提供活動」が評価された
ものです。
　第 3 回統計活動賞の受賞理由は、「日本では統計調査
そのものは国際的水準に達していたにもかかわらず、ミ
クロ統計データの活用においては欧米に遅れをとってき
た。今回受賞対象の活動は、これまで利用に多くの制限
のあった政府統計のミクロ統計データを、匿名化標本
データという形式で、実証分析研究者に利用する機会を
広く与えるものである。このような貢献は、実証的統計
研究のための活動基盤を国際的水準に引き上げることが

社会科学統計情報研究センター

附属組織

http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/
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期待されるとともに、2007 年 5 月の統計法の改正を推
進する上でも大きな役割を果たしており、組織による活
動として顕彰するに相応しいものである。」となってい
ます。
　このような高い評価を受けた試行的提供を本センター
が担うことになった背景には、政府統計ミクロデータを
用いた大型共同研究プロジェクトが本センターで継続的
に実施されてきたことが挙げられます。例えば 1996 年
に科研費特定領域研究の交付を受けて開始したプロジェ
クトは、5 省庁の 33 に及ぶ指定統計に関して「目的外
使用」の承認を受けて行った、大規模で画期的なもので
した。

5．独立行政法人統計センターとの連携協定

　2009 年 4 月の新しい統計法の施行に伴い、匿名デー
タ（前述の匿名化標本データ）が正式に各府省庁から提
供されることになったことから、総務省統計局の提供窓
口である独立行政法人統計センター（以下統計センター
と呼ぶ）と 2009 年 3 月に連携協定を結び、統計センター
のサテライト機関として提供窓口業務を 2009 年 6 月か
ら開始しました。また人事交流として専任教員 2 名を
統計センターより受け入れています。2010 年 12 月には、
統計センターから、一橋大学小平国際キャンパス内の第
一プロジェクト室をオンサイト施設として認証を得まし
た。このオンサイト施設は、匿名データでは分析できな
い調査票情報を用いた詳細な分析を行うための、外部に
情報が漏れないように高度な情報安全性を備えた施設で
す。この施設は、他大学の研究者等に開放されており、
今後この施設を使用した研究成果が期待されるところで
す。

6．戦前の農家経済調査個票のデータベース化

　現在、本センターで力を入れて推進している事業に、
農家経済調査個票のデータベース化があります。京都大
学には戦前の農家経済調査の記入済み調査票（個票）が
膨大に残されていますが、ミクロ統計データとしてはこ
れまであまり利用されてきませんでした。
　そこで本センターでは、これらの記入済み調査票をマ
イクロフィルム化して収集し、データベース化する作業
を続けています。これまでに、昭和 6 年から昭和 16 年
の個票については、24 府県のデータベース化がほぼ完
了し、全都道府県のマイクロフィルムを撮影済みで、現
在昭和 6 年から 16 年の資料につき、データベース編成
に着手しつつあります。マイクロフィルム撮影済みの資
料は、順次データベース化に入る計画です。
　これらの調査票には、各農家の農業経営状況や消費、
資産、労働時間などの詳細な情報が含まれています。日
本がまだ発展途上にあった時期の詳細なミクロデータが
利用可能になれば、日本の経済史という観点からも、経
済発展の実証分析という観点からも興味深い研究が可能
になります。そのために現在、データベース化という地
道な作業を続けているのです。

附属組織
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研究活動２

研究主任
黒崎卓　一橋大学経済研究所・教授

1．設置目的と概況

経済制度研究センター（CEI）は、2000 年 4 月に、経
済制度、特に日本およびアジア諸国の経済制度の基礎研
究を体系的に行うことと、その研究のための国際的ネッ
トワークの中心となることを目的として、一橋大学経済
研究所の付属施設として設置されました。当初の研究
テーマは、「日本およびアジアの金融システムとコーポ
レート・ガバナンス」に設定されました。このテーマの
下に CEI では、金融理論、新しい経済制度理論および経
済発展論の接点において研究を進め、十分な研究成果を
得て、2005/06 年度をもって最初の段階を終えました。

代わって 2006 年 4 月からは、「東アジア企業のパ
フォーマンス比較」、｢ファミリー企業研究」、そして
2008 年 4 月からは「企業・産業のダイナミクスの実証
研究」の 3 つのテーマを設定し、研究を進めてきました。
CEI は、日本およびアジアのコーポレート・ガバナンス、
企業システムのデータベースの構築整備および生産性の
計測を行なうとともに、研究ネットワークを構築してき
ました。研究ネットワークについて補足すると、諸外国
からの客員研究員の受け入れ、研究会やワークショップ
の定期的開催、国際コンファランスへの CEI メンバーの
参加・研究発表や、CEI 独自のセッションを持つなどの
活動を展開してきました。

CEI の研究活動が当初の 10 年間を終えた 2010 年 4 月、
これまでの研究テーマに加えて、「アジア・アフリカ低
所得国における経済発展と制度」という重点研究テーマ

を新たな柱に加えました。この研究テーマは、2010 ～
14 年度の科学研究費（基盤 S）プロジェクト「途上国
における貧困削減と制度・市場・政策：比較経済発展論
の試み（PRIMCED）」とも深くリンクしています。同時
に CEI では、研究の継続性も重視しており、「日本およ
びアジアの金融システム・企業システム」に関する研究
として、力を入れております。この両者を融合して、経
済制度と長期経済発展に関する基礎研究を体系的に行う
ことを目指しています。

2．主要研究テーマ

＜アジア・アフリカ低所得国における経済発展と制度＞
近年、開発途上国における貧困削減が地球的課題と

なっていますが、その実現のためには、低所得国経済の
市場構造とそれを支える制度や組織をより正確に把握
し、適切に設計された開発政策を着実に実行することが
不可欠です。ただし、これらの制度・組織について実証
的に分析するためには、既存のデータからは得られない
詳細な情報が不可欠となるため、低所得国途上国に関す
る研究の蓄積は不十分なのが現状です。そこで、次の 3
段階からなる研究戦略を採用します：（1）オリジナル
な村落調査・家計調査に基づく新たなデータを構築し、
同時に歴史資料の整備をすすめ、それらのデータを組み
合わせる；（2）これらのデータを用い、各種制度が採
択される理由・外的条件、それらの制度が採択されるこ
とが経済パフォーマンスに与える影響、政策介入などの
環境変化が生じた場合のインパクトなどについて実証的
に分析する；（3）特定国でのある時点に関するこのよ
うな実証分析を、複数時点、複数国に関して統一的な分
析枠組みのもとに実施し、それらを比較する。なお、こ
こで言う「アジア・アフリカ低所得国」には、日本がま
だ低所得国であった時期、すなわち戦前日本に関する分
析が、重要なコンポーネントとして含まれます。

＜日本およびアジアの金融システム・企業システム＞
これまでに CEI が蓄積した日本およびアジアの金融シ

ステム・企業システムに関する研究成果とデータベース
を拡張し、経済発展の長期的過程の中に実証分析の結果
を位置づけることを目指します。具体的には、「大株主・
役員情報データベース」の完成・公開、日本・アジア企
業の所有構造とパフォーマンスに関する実証分析、制度

経済制度研究センター
http://cei.ier.hit-u.ac.jp/

附属組織
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と生産組織に関する詳細な史資料の発掘・整理・公開、
アジア長期経済統計データなど国民所得統計の枠組みに
基づいたマクロデータも用いた長期経済成長に関する実
証的・比較史的分析などを行います。

3．国際的ネットワーク

これまでの CEI の研究成果は、多くの書籍、論文、ワー
キング・ペーパーの刊行と、世界レベルにまで拡大した
ネットワークの構築、そして日本およびアジア企業の独
自のデータベース構築という形で蓄積されています。こ
れらを通じて、内外における研究者コミュニティの共同
研究拠点・ハブとして機能し発展することを目指してい
ます。

ネットワークという点では、国際会議、ワークショッ
プ、セミナーや研究者招聘プログラムを通じて、経済発
展における制度の役割や金融・企業システムに関する研

究者との国際的ネットワークの拡張に力を入れていま
す。2010 ～ 12 年度の 3 年間で、CEI セミナーが 74 回
開催されました。同期間の外国人客員の招聘を見ると、
New York University、Indian Statistical Institute、Paul 
Valery University、Australian National University、
Russian Academy of Science などから 15 名の客員ファ
カルティーを受け入れ、共同研究を進めました。主な国
際会議としては、ロンドン大学東洋アフリカ学院（SOAS）
との共催による ”Advancing Knowledge in Developing 
Economies and Development Economics” 会 議（2011
年 9 月）、Global COE との共催による ”The 2012 Asian 
Historical Economics Conference”（2012 年 9 月）、科学
研究費基盤（S）との共催による ”Poverty Reduction, 
Institutions, Markets, and Policies in Developing 
Countries” 会議（2013 年 3 月）を開催しました。これ
らの国際会議には、当該分野の第一線で活躍する国内外
の研究者が多数集まり、質の高い議論を行うことができ
ました。

データベースという点では、「大株主・役員データベー
ス 2012」として、日本の上場企業の大株主および役員（取
締役・監査役）の詳細なデータを公開するに至り、既存
のデータベースにない情報を提供するものとして高く評
価されています。また、「東アジア上場企業データベー
ス 2010」として、日中韓の全上場企業（金融セクター
を除く）を対象に、企業レベルの生産性を測るのに欠か
せない各種データを、日本経済研究センターのホーム
ページにて公開しています。

附属組織

機構図 本センターの機構は以下のようになっています

本センター長
（研究所長併任）

研究所教授会

研究所事務長

センター主任

センター運営協議会

CEIファカルティー・メンバー

兼担・兼務教員

外国人客員ファカルティー

研究ネットワーク

非常勤研究員

東京大学 京都大学
早稲田大学 慶應義塾大学
香港中文大学 ハーバード大学
ソウル大学 日本大学
日本経済研究センター フローニンゲン大学
ウォーリック大学 アジア経済研究所
オーストラリア国立大学 世界銀行
アジア開発銀行 国際稲研究所
ロンドン大学東洋アフリカ学院　　その他
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研究活動２

1．設置目的

　世代間問題研究機構は、2007 年 4 月に、一橋大学経
済研究所に新たに設置された組織です。
　近年、内外で喫緊の課題となっている年金・医療・介
護・雇用等の世代間問題は、経済学的分析を必要とする
部分がかなり多くなっています。そこで、世代間問題を
主として経済学の立場から考察するために世代間問題研
究機構を設置しました。その目的は、世代間問題を包括
的かつ体系的に解明し、問題克服のための具体的方策を
提言することにあります。
　その際、内外の連携機関から継続的に任期付き教員を
受けいれ、研究に必要となるコストをシェアしながら、
一体となって研究を推進することにしています。すなわ
ち、国境を越え、官民学の垣根を越えた連携融合により、
世界最先端の研究を推進した上で、その研究成果を政策
立案の現場に直結させ、縦割りの弊を打破する斬新な政
策を提言します。そして、そのような活動を通じて、世
代間問題に関する中核的な世界一級の研究拠点を形成・
維持することを目標とします。

2．事業計画

　世代間問題にかかわる内外の研究者ネットワークや
データを当該研究機構のイニシアティブの下で構築し、
その維持・拡大を図ります。その中で、以下に示す具体
的な事業展開に即して研究を推進します。そして、研究
成果を逐次、学術専門誌に発表するとともに、国際会議
を随時開催し、成果を世界に向けて発信します。

　［中期目標期間における事業展開］
　○持続可能な世代間協調の年金・医療制度設計および

その政策への応用
　○日本における雇用の世代間問題に関する数量分析お

よび世代間協調の雇用システム提言
　○世代間所得格差の実態解明および格差解消策の策定
　○ The Japanese Longitudinal Survey on Employment 

and Fertility （LOSEF） の実施と公開準備

3．組織

　世代間問題研究機構には、機構長の下に 2 つの研究
部門が置かれています。現在の機構長は、青木玲子教授
です（任期は平成 25 年 4 月 1 日より 2 年間）。

世代間問題研究機構
http://cis.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/

附属組織

理論・計量研究部門

・年金をめぐる世代間問題の分析
・少子化に関する経済理論的研究
・世代間の公平性に関する研究

機構長

・健康・医療に関する世代間問題の分析

・年金・扶助・税制の一元化に関する研究

機構長

年金 扶助 税制の 元化に関する研究
・社会保障における企業の役割の研究
・年金・医療・介護等の持続可能性の分析
・労働市場の二極化をめぐる研究

応用・政策研究部門
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附属組織

―内外研究機関等との連携融合による世界最先端研究拠点の形成―

ハードコア

国内の中央政府・政府系研究所一橋大学経済研究所

●財務省・財務総合政策研究所
●経済産業省・経済産業研究所
●内閣府・経済社会総合研究所
●厚生労働省
・国立社会保障・人口問題研究所
・労働政策研究・研修機構

●日本・アジア経済研究部門
●米・欧・ロシア経済研究部門
●現代経済研究部門
●経済システム解析研究部門
●経済体制研究部門
●社会科学統計情報研究センター
●経済制度研究センター

世代間問題研究機構

1．一橋大学内の教育研究機関
●商学研究科 ●経済学研究科
●法学研究科 ●社会学研究科

1．国際機関
●世界銀行／IMF
●OECD／EU
● ／

●法学研究科 ●社会学研究科
●言語社会研究科
●国際企業戦略研究科
●国際・公共政策大学院

2．国内の関連研究機関
●東京大学社会科学研究所・希望学プロジェクト
●東京大学医学部
●法政大学エイジング総合研究所
●三菱総合研究所
●医療科学研究所
●㈱日本総合研究所
●NIRA（総合研究開発機構） など

●ILO／ISSA
●ADB など

2．欧米の研究機関
●Brookings Institution
●Pension Research Council（ペン大）
●ミシガン大学
●MEA（マンハイム大学、独）
●Ifo（ミュンヘン、独）
●スウェーデン（社会保険庁年金調査部）
●CeRP（トリノ大学、伊）

●NIRA（総合研究開発機構） など
● （トリ 大学、伊）
●ロンドン大学（英）など

3．アジア、オセアニアの研究機関
●韓国KDI
●北京大学・中国経済研究センター
●上海・中国社会科学院
●台湾国立大学
●CPS（ニューサウスウェールズ大学、豪）
●シンガポール国立大学
●オークランド大学 など

ハードコアの
連携内容

理論と政策の好循環形成
• 理論的・計量的研究成果を政
策の企画・立案に直結させる

国内各研究機関との
連携内容

学際的研究の推進
民と学の人事交流
産学共同の研究推進

外国の各研究機関との
連携内容

諸外国の経験と教訓の共有
世界に通用する普遍的知見の導出
世界最高の研究水準確保策 画 案 直結

• 政策ニーズに即応した理論
的・計量的研究の推進

官と学の人事交流
官学共同の研究推進
研究費の分担

産学共同の研究推進
研究成果の実用化
研究費の分担

世界最高の研究水準確保
共同研究・共同調査の実施
国際会議の開催
研究費の分担

国内 外国
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３国際ネットワーク３国際ネットワーク

1．設置目的

｢ ロ シ ア 研 究 セ ン タ ー｣（Russian Research Center: 
RRC）は、国立大学法人化後、一橋大学が積極的に推進
している産学連携活動の一環として、トヨタ自動車株式
会社からの研究委託を契機に、2007 年 11 月 1 日に一
橋大学経済研究所内に設置された付属研究機関です。経
済研究所は第二次大戦後以来、我が国における社会主義
計画経済体制の中心的研究拠点であり、1989 年のベル
リンの壁崩壊を契機とする旧共産主義圏の経済システム
転換過程に関する理論的・実証的研究の分野においても、
日本の研究活動を常にリードする存在として広く認知さ
れています。無論、その中心的な研究対象が、ソビエト
連邦の中核であった現ロシア連邦であることは強調する
までもありません。｢ロシア研究センター｣ は、このよ
うにして培われた知の集積と、国内・外の学術研究組織
及び研究者との緊密なネットワークを活かして、経済研
究所におけるロシア経済研究のより一層の発展と、ロシ
アに進出した、ないしは現在進出を計画している日本企
業への学術的支援を介した産業界と経済研究所の連携・
協力関係の深化を、その活動の主要目的に掲げています。

2．研究所とセンター

｢ロシア研究センター｣ は、現在、経済研究所所長を
センター長とし、センター主任である研究所の久保庭眞
彰特任教授そして米・欧・ロシア経済研究部門及び経済
体制研究部門の教授 2 名及び研究機関研究員 1 名のセ
ンター研究員をあわせた計 4 名の研究所スタッフ、さ
らに学外の研究者・学識経験者計 21 名の研究協力者か

ら成る陣容で運営されています。2011 年度以降は研究
範囲を拡張し、（1）EU 諸国のロシアに依存した資源・
エネルギー構造問題、（2）旧ソ連地域における家庭内
分業と女性のエンパワーメント・人口動態、（3）市場
経済化 20 年史のメタ分析等に関する研究も鋭意進めて
います。

3．研究活動の概要

センターは、下記の研究プロジェクトを実施済みない
し実施中です。

（1）「CIS 地域の実効経済圏と産業政策」（トヨタ自動車 
株式会社委託研究、2008 年度）

本研究では、（a）CIS 地域における経済共同体、FTA
等 2 国間関係、関税関係についての実態の検討を通じ
て CIS 地域経済圏の今後の展望を明らかにすること、（b）
各国産業政策と直接投資、周辺諸国間貿易関係の実態分
析、（c）社会保障・教育深度等に関する実態分析、を行
いました。

（2）「ロシアにおける市場環境と政財官関係に関する総
合的研究」（一橋大学学内プロジェクト、2008 ～
2009 年度）

本プロジェクトは、（a）ロシア連邦政府の産業政策、
（b）ロシアの企業統治と労働組合制度・ロシアの中長

期人口予測と連邦政府の少子化及び労働力対策、（c）メ
ドベージェフ／プーチン両頭体制下の政財関係、という
3 つの研究テーマをもって調査・研究活動を進めました。

（3）「ロシアの将来動向に関する調査研究」（日産自動
車株式会社総合研究所社会・フロンティア研究室と
一橋大学との共同研究プロジェクト、2009 年度）

ロシア研究センター

ロシア研究センター
http://www.ier.hit-u.ac.jp/rrc/

2013 年環太平洋経済国際コンファレンス（於：ソウル国立大学）の模様
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ロシア研究センター

ここでは（a）ロシア経済と産業の実態、（b）ロシア
の経済成長シナリオと将来産業構造、（c）上記のリスク
要因（投資環境・インフラ）、（d）ロシア市場の展望、（e）
自動車産業の展開、以上の 5 点について共同研究を行
いました。

（4）「持続可能な経済成長の模索：資源・環境・産業組織・
少子化」（一橋大学経済研究所・国内客員部門にリ
ンクした共同プロジェクト、2010 年度）

ロシアと欧州諸国のエネルギー問題・ロシア CIS 諸国
の人口動態と労働問題等を研究テーマとし、政府中期経
済政策・経済予測の研究、ミクロデータを用いた出生分
析や中央アジア国内でのミクロヒストリーサーベイを進
めました。

（5）「戦後ロシアの成長経路と国内・国際産業連関に関
する総合的研究」（科学研究費補助金基盤研究（B）、
代表者・久保庭眞彰、2012 ～ 2014 年度）

戦後ロシアについて（a）マクロと産業別の GDP 長期
成長経路（1950 年～）の推計・整備、（b）成長に関わ
る生産要因と石油価格・交易利得要因の時系列分析、（c）
国内・国際産業連関構造を経済発展とリンクさせた産業
連関分析、（d）国際比較等による油価変動やロシア輸
出入変動の他国への波及効果と製造業振興政策の検討、
を行います。

（6）「比較移行経済論の確立：市場経済化 20 年史のメ
タ分析」（科学研究費補助金基盤研究（A）、代表者・
岩﨑一郎、2011 ～ 2014 年度）

本研究プロジェクトでは、移行経済研究分野において、
最も争点となっている 4 分野 12 研究テーマについて、
過去 20 年間におけるその論争の流れを追跡・再構築化
した上で、理論研究の含意と実証分析の諸成果との間の
対応関係を詳細に検討します。詳しくは、本要覧 2-1 共
同研究プロジェクト の欄をご覧下さい。

（7）「ロシアにおける出生規定要因の総合的研究：ミク
ロデータによる多層的接近」（科学研究費補助金基
盤研究（B）、代表者・雲和広、2011 ～ 2013 年度）

ロシアの家計調査データ個票を用い、家庭内分業・育
児環境・労働市場・資産状況等に関する個人／家計レベ
ルの要因と、その帰結としての個人／家計の出生行動と
の関係を、人口経済学・労働経済学そして社会学的視点
から分析します。ロシアにおける家計行動に関するミク
ロ計量分析の礎石となることを目的とするものです。

その他、センターでは随時研究会を開催し、国内外の
ロシア経済の専門家との学術的交流、及び産学の交流を
進めています。その一例として、2009 ～ 2013 年度に
はモスクワ社会経済分析研究所との共催によりロシア地
方行政官財政講習会を、2009 ～ 2012 年度にはノース
カロナイナ大学や国際交流基金・京都大学経済研究所・
富山大学極東地域研究センター等と共催ワークショップ
を開きました。また、2011 年度からは、日本比較経済
体制学会と欧米のパートナー学会が共催する環太平洋経
済国際コンファレンスの開催を積極的に支援し、国境を
越えたロシア経済研究の振興にも注力しています。

さらに、専属スタッフ等のロシア経済及びロシア経済
を 分 析 対 象 に 含 む 研 究 を ワ ー キ ン グ ペ ー パ ー

（ISSN1883-1656）と し て 刊 行 し て お り、2013 年 6
月現在、No. 1 ～ 38 及びスペシャルイシュー 2 部が、
センターサイト上に公開されています。以上の研究活動
に加えて、センターは、ウィーン国際経済研究所、ロシ
ア科学アカデミー社会政策研究所付属人口研究セン
ター、ならびに富山大学極東地域研究センターとの間で
共同研究に関する覚書を取り交わし、研究組織レベルの
ネットワーク構築にも注力しています。このような活動
を通じて、センター及びセンター所員一同は、我が国内
外におけるロシア研究の一層の活発化に尽力します。

2012 年アジア経済史国際会議（於：一橋大学）での研究報告 2013 年経済社会発展国際会議（於：ロシア連邦国立大学高等経済院）
でのひとこま
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３国際ネットワーク 国際コンファレンス

国際コンファレンス

　経済研究所では、共同研究プロジェクト等の主催／共催により、大規模な国際コンファレンスを頻繁に開催して
います。2012 年度に開催されたものの中でいくつかをご紹介します。

2012 Asian Historical Economics Conference （AHEC）

開催日 2012/9/13-15

会場 一橋大学佐野書院

主催 一橋大学グローバル COE プログラム「社会科学の高度統計・実証分析拠点構築」

報告者 Stephen Broadberry （London School of Economics） Tetsuji Okazaki （Universityof Tokyo） Sevket 
Pamuk （Bogazici University） Bas van Leeuwen （UtrechtUniversity） Masaki Nakabayashi （University 
of Tokyo）の他、斎藤修、尾高煌之助 等 68 報告
http://ahec2012.org/programme.html

The Third International Conference "High-Frequency Data Analysis in Financial Markets"

開催日 2012/11/16-18

会場 広島経済大学立町キャンパス　131 号教室

主催 一橋大学グローバル COE プログラム「社会科学の高度統計・実証分析拠点構築」

共催 一橋大学研究プロジェクト「大規模・高頻度データを用いた金融危機・震災・グローバル化の経済分
析」 （代表者：渡部敏明（一橋大学））・一橋大学経済研究所 平成 24 年度共同利用・共同研究拠点事
業プロジェクト研究 「高頻度データを用いた資産市場のミクロ構造とボラティリティの計量分析」（代
表者：大屋幸輔（大阪大学））・科研費基盤Ｂ「ファイナンス時系列における 「発展モデル」の開発と
統計的推定」（代表者：前川功一（広島経済大学））・広島大学

報告者 Torben Andersen （Northwestern University）, Peter Hansen （European University Institute）, Siem Jan 
Koopman （VU University Amsterdam）, Mark Podolskij （Heidelberg University）, Almut Veraart 

（Imperial College London）, Jun Yu （Singapore Management University） 他

HIT-TDB-RIETI International Workshop on the Economics of Interfirm Networks

開催日 2012/11/29-30

会場 経済産業研究所国際セミナー室

共催 一橋大学・近未来の課題解決を目指した実証的社会科学研究推進事業「持続的成長を可能にする産業・
金融ネットワークの設計」、経済産業研究所

報告者 Vasco CARVALHO （Universitat Pompeu Fabra）、渡辺努（東京大学）、小倉義明（早稲田大学）、植杉
威一郎（一橋大学）、Gilles DURANTON （University of Pennsylvania）、中島賢太郎（東北大学）、西田
充邦（Johns Hopkins University）、齊藤有希子（RIETI）、池内健太（NISTEP）、岡室博之（一橋大学）、
西村淳一（一橋大学）、Hans DEGRYSE （KU Leuven and Tilburg University）、小川一夫（大阪大学）、
細野薫（財務省 / 学習院大学）、内田浩史（神戸大学）　他
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International Conference "Frontiers in Macroeconometrics"

開催日 2013/3/1-3

会場 一橋大学マーキュリータワー 7 階 会議室

主催 科学研究費補助金（基盤研究（A））「金融危機下のマクロ経済政策の計量分析」

共催 一橋大学グローバル COE プログラム「社会科学の高度統計実証分析拠点構築」 、一橋大学研究プロジェ
クト「大規模・高頻度データを用いた金融危機・震災・グローバル化の経済分析」（代表者：渡部敏明）

報告者 Gianni Amisano （ECB）, Sungbae An （Singapore Management University）, Francesco Bianchi （Duke 
University）, Ippei Fujiwara （Australian National University）, Kyuho Kang （Korea University）, 
Munechika Katayama （Louisiana State University）, Jae-Young Kim （Seoul National University）, Jinill 
Kim （Korea University）, Soyoung Kim （Seoul National University）, James Morley （The University of 
New South Wales）, Rodney Strachan （Australian National University）, Woong Yong Park （University 
of Hong Kong）, Jun Yu （Singapore Management University）

Poverty Reduction, Institutions, Markets, and Policies in Developing Countries

開催日 2013/3/8-9

会場 一橋大学マーキュリータワー 7 階 会議室

主催 PRIMCED（科学研究費補助金（基盤研究（S））「途上国における貧困削減と制度・市場・政策：比較
経済発展論の試み」（代表者：黒崎卓（一橋大学））（兼：一橋大学経済研究所附属制度センター・セ
ミナー）

報告者 Scott Rozelle （Stanford University）, Myung Soo Cha （Yeungnam University）, Keijiro Otsuka （GRIPS）, 
Ethan Ligon （University of California-Berkeley）, Albert Park （Hong Kong University of Science & 
Technology）, Marjorie Pajaron （Stanford University）, Yoshito Takasaki （University of Tsukuba）, 
Tetsuji Okazaki （University ofTokyo）, Yoshihisa Godo （Meiji Gakuin University）, Chiaki Moriguchi 

（Hitotsubashi University）, Kyoji Fukao （Hitotsubashi University）, Takashi Kurosaki （Hitotsubashi 
University）

国際コンファレンス
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３国際ネットワーク

International Workshop
Part I （3/18-19）; "Welfare Economics and the Welfare State, Historical Re-Examination"
Part II （3/19）; 9th International Keynes Conference: "Exploring Keynes from Various Fronts"

開催日 2013/3/18-20

会場 一橋大学佐野書院

主催 科学研究費補助金（基盤研究（A））「ケンブリッジ、LSE の経済思想と福祉国家の基礎理論」（代表者：
西沢保（一橋大学））

報告者 本郷亮 （関西学院大学） 、Nahid Aslanbeigui （Monmouth Univ.） 、鈴村興太郎 （早稲田大学）、Roger 
Backhouse （Univ. of Birmingham）、Steven Medema （Univ. of Colorado Denver）、後藤玲子 （立命館
大学）、 Katia Caldari （Univ. of Padova） & 西沢保 （一橋大学）、Marco Dardi （Univ. of Florence）、塩野
谷 祐 一 （ 一 橋 大 学・ 名 誉 教 授 ）、 Richard Arena （Univ. of Nice）、Roderick O'Donnell （Univ. of 
Technology Sydney）、Michael Trautwein （Univ. of Oldenburg）、 石倉雅男 （一橋大学）、平井俊顕 （上
智大学・名誉教授）、Luca Fantacci （Bocconi Univ.）、Louis Philippe Rochon （Laurentian Univ.）, 浅田
統一郎 （中央大学）、内藤敦 （大月短期大学）、黒木龍三 （立教大学）

GCOE international conference on equality and welfare 2013

開催日 2013/3/19-20

会場 一橋大学マーキュリータワー 7 階 会議室

共催 現代経済システム研究センター（一橋大学）／国際交流セミナー（一橋大学）

報告者 Geir B. Asheim （University of Oslo）, Michele Lombardi （University of Glasgow）, Hitoshi Matsushima 
（University of Tokyo）, John E. Roemer （Yale University）, Tatsuyoshi Saijo （Osaka University）, Arunava 

Sen （Indian Statistical Institute）, William Thomson （University of Rochester）, Yongsheng Xu 
（Georgia State University）. Shin Sato （Fukuoka University）, Naoki Yoshihara （Hitotsubashi 

University）

国際コンファレンス
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2012 年度に本研究所で外国人客員として受け入れた方々です。

外国人客員教員
Name Affiliation

Ann Carlos University of Colorado
Kim Byung-Yeon Seoul National University
Jonathan J. Morduch New York University
Vikas Rawal Jawaharlal Nehru University
Christopher Spencer Loughborough University
Hee-Dong Yang Ewha Womans University
Tangjun Yuan Fudan University

外国人客員研究員
Name Affiliation

Geir Asheim University of Oslo
Rudi Bekkers Eindhoven University of Technology
Amy Borovoy Princeton University
Katia Caldari University of Padova
Ming-Chung Chang Kainan University
Jay Pil Choi University of New South Wales/ Michigan State University
Nancy T. Gallini University of British Columbia
Bishnupriya Gupta University of Warwick
Peter Hammond University of Warwick
Kim Hisam KDI
Wen-jen Hsieh National Cheng Kung University
Jin-Li Hu National Chiao Tung University
Byung-Yeon Kim Seoul National University
Irina A. Korgun Hankuk University of Foreign Studies
Michele Lombardi University of Glasgow
Fabio Masini University of Rome Tre
Keith E. Maskus University of Colorado
Yann Meniere Ecole Nationale des Mines de Paris, Paris Tech/ Universite Catholique de Louvain
Jonathan J. Morduch New York University
Hitoshi Shigeoka Simon Fraser University
Jinn-fa Yan Ching Yun University

外国人客員

外国人客員
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/faculty/visitors.html
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社会への貢献４社会への貢献４

　『 経 済 研 究 』（The 
Economic Review）は経済
研究所編集の和文・英文
の査読・季刊誌です。各
号は投稿論文、依頼論文、

調査論文と書評からなります。調査論文は研究所メンバー
による研究成果を詳細に報告する大型論文です。

第 60 巻記念特集：『経済研究』回顧と展望
【基調論文】1980 年以降の『経済研究』における研究動

向（西沢保、Vol.60, No.4, 2009, 10）
『経済研究』総索引（第 31 巻第 1 号～第 59 巻第 4 号）

最近の調査論文：
❖　「創設期の厚生経済学と福祉国家――マーシャルにお

け る 経 済 進 歩 と 福 祉 ――」（ 西 沢 保、Vol.64, No1, 
2013）

❖　「東京市場の株式収益率予測についての再検証」（祝
迫得夫、Vol.63, No4, 2012）

❖　“The Evolution of Child Adoption in the United 
States, 1950-2010 ―― An Economic Analysis of 
Historical Trends――”（Chiaki Moriguchi、Vol.63, 
No3, 2012）

❖　「ロシアの死亡動態再考――サーベイ――」（雲和広、
Vol.63, No2, 2012）

❖　どのような企業が雇用を生み出しているか――事業
所・企業統計調査ミクロデータによる実証分析――

（深尾京司・権赫旭、Vol.63, No1, 2012）
❖　Homescan による家計別の物価変化率の特徴（阿部

修人・塩谷匡介、Vol.62, No.4, 2011）
❖　科学・技術・イノベーション政策の経済学（青木玲

子、Vol.62, No.3, 2011）

❖　家計の脆弱性と回復力――ザンビアの事例――（櫻
井武司・那須田晃子・木附晃実・三浦憲・山内太郎・
菅野洋光、Vol.62, No.2, 2011）

❖　「マクロ動学一般均衡モデル――サーベイと日本の
マクロデータへの応用――」（藤原一平・渡部敏明、
Vol.62, No.1, 2011）

❖　「ロシア企業の取締役会構成――株式会社のミクロ
実証分析――」（岩﨑一郎、Vol.61, No.4, 2010）

❖　「ロシア病（Russian Disease）」の病理と診断――成
長 と 構 造 の 再 検 討 ――」（ 久 保 庭 真 彰、Vol.61, 
No.3, 2010）

❖　「インド、パキスタン、バングラデシュにおける長
期農業成長」（黒崎卓、Vol.61, No.2, 2010）

❖　「価格の実質硬直性――計測手法と応用例――」（水
野貴之・渡辺努・齊藤有希子、Vol.61, No.1, 2010）

❖　「都道府県別景気指標による景気分析――CPBI の予測
力――」（浅子和美・小野寺敬、Vol.60, No.3, 2009）

1950 年の創刊にあたって、当時の都留重人経済研究所
所長は、

「經濟研究」をあえて「經濟」の研究としたのは、
　－略－　現実の經濟を対象とする態度をいかそ
うとするためであり、また、この季刊誌の紙面を
広く世界の学界にひらいて投稿をもとにしたのは、
－略－ < みずから設定した >「土俵」の外にでる
ためである。

（Vol. 1, No. 1, 1950）
と述べています。その方針は今日にも引き継がれ、内外
の 学 者 の measurement with theory 及 び theory with 
measurement の経済学論文の発表の場として、また、
経済政策の評価、提案の場となっています。

経済研究叢書／欧文経済研究叢書
　経済研究所所員の研究成果を叢書シリーズとして通常、毎年 1 冊ずつ刊行しています。
　　　　　　　　　　　　　　経済研究叢書
　　　　　　　　　　　　　　　　1953 年刊行。2012 年度末現在、61 巻と別冊 8 巻を発行。発行所：岩波書店

　　　　　　　　　　　　　　　　　　最近では、2010 年に吉原直毅著『労働搾取の厚生理論序説』（経済研究叢書

出版活動

http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/er.html
『経済研究』

http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/ersj.html
http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/erse.html

経済研究叢書／欧文経済研究叢書
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55）が第 1 回「経済理論学会奨励賞」を受賞しました。この他に、この叢
書シリーズから発行した書籍が日本学士院賞、日経・経済図書文化賞、労
働関係図書優秀賞、国際開発研究大来賞他を受賞しています。

　　　　　　　　　　　　　　欧文経済研究叢書
　　　　　　　　　　　　　　　　1957 年刊行。2012 年度末現在、43 巻を発行。発行所：丸善（1993 年以前は

紀伊国屋書店）
Prix Chaptal de la Recherche, La Société d’Encouragement pour l’Industrie 
nationale l’année, 2002.（『国民産業奨励協会』の 2002 年度「学術研究シャ
プタル賞」（フランス）受賞

ディスカッションペーパーシリーズ

　経済研究所では下記のディスカッションペーパーシリーズを刊行しています。号数は、各 DP が刊行されてから

2012 年 3 月までの発行数です。なお、これらの DP シリーズは、大学図書館が運用している機関リポジトリ

（HERMES-IR）http://hermes-ir.lib.hit-u.ac.jp/ir/ から論文検索ができます。

経済研究所（IER）発行
1978 年～：A シリーズ 583 号、1988 年～：B シリーズ 43 号

経済制度研究センター（CEI）発行　2000 年～：238 号
世代間問題研究機構（CIS）発行　　2000 年～：603 号
ロシア研究センター（RRC）発行　　2007 年～：38 号
グローバル COE プログラム「社会科学の高度統計・実証分析拠点」発行

2008 年～：298 号
産業・金融ネットワーク研究センター発行

2009 年～：25 号
比較経済発展論プロジェクト（PRIMCED）発行

2010 年～：40 号
物価研究センター発行

2011 年～：7 号（日本経済の物価変動ダイナミクスの解明（学術創
成研究）発行 2006 年～：77 号）

ディスカッションペーパーシリーズ（DP）

　社会科学統計情報研究センターでは、センターの活動に伴って行われた統計情報に関
する調査や統計データの整備・開発の成果を統計資料シリーズとして刊行しています。
　1973 年より刊行。『日本帝国・外地関係統計資料目録－索引編』、『貯蓄現在高及び調
査開始月別の家計収支－家計調査（2002 年）の独自集計結果－』など。2013 年 3 月現在、
71 冊を発行。
　なお、統計資料シリーズは、順次電子化公開を行っており、センターのホームページ
及び大学の機関リポジトリ（HERMES-IR）より閲覧できます。

出版活動

統計資料シリーズ

http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/index_pub.html

http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/introduction/publications.html
統計資料シリーズ
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社会への貢献４

　経済研究所資料室は、1949 年（昭和 24 年）3 月に経
済研究所の前身である東亜経済研究所が経済研究所に改
められた際に、附属図書館の一室に読書室として開設さ
れたのが始まりです。その後、経済研究所の設置目的と
なった「日本および世界の経済の総合研究」をおこなう
上で欠かすことの出来ない理論的・実証的研究活動を支
援するため、経済・統計関係資料の系統的・網羅的な収
集整備に努めてきました。なかでも、本研究所の伝統で
ある実証的研究活動にとって不可欠である世界各国の統
計書および関連資料の収集には積極的に取り組み、極東
ロシアおよび中東を含む汎アジア圏の統計資料の収集に
も重点を置いています。また、経済研究所選出の初代所
長となった故都留重人名誉教授の基本方針の 1 つであっ
た旧ソ連・ロシア関係の資料収集は、充実したコレクショ
ンを形成しています。
　統計資料等の収集は購入に拠るほか、国内外の多数の
研究機関・政府機関との刊行物寄贈・交換を通じても行っ
てきました。近年は、一橋大学機関リポジトリに研究所
発行のディスカッションペーパーなどのメタデータを提
供したり、Hi-Stat Social Science Database Network（統
計データ利用ウェブサイト）の運営に協力するなど、研
究情報発信の支援にも取り組んでいます。
　2012 年度末の蔵書冊数は和書（中国語・韓語を含む）
153,494 冊、洋書 254,477 冊の計 407,971 冊、所蔵雑誌
数は和雑誌（中国語・韓語を含む）3,404 種、洋雑誌 2,591
種の計 5,995 種となっています。これら所蔵資料は附属
図書館のオンライン目録で検索することができます。ま
た、マイクロフィルム資料を多数所蔵しており、従来の
光学式マイクロフィルムリーダープリンタに加えて、デ
ジタルマイクロスキャナーを導入し利用環境の整備をは
かりました。資料室の Web サイトにマイクロ資料一覧
を掲載しています。
　教育・研究活動に支障の無い範囲で、学外者にも閲覧
サービスを提供し、図書館間相互協力による文献複写も
受付ています。2012 年度の利用は、開室日数が 237 日で、
延べ閲覧者数 2,146 人（内：学外者 269 人）、貸出冊数
4,474 冊、レファレンス受付件数 113 件、図書館間相互
協力による文献複写受付件数は 275 件、同依頼件数は
97 件となっています。

■資料室所蔵コレクション
「 帝 政 期 ロ シ ア の 国 家 統 計 」（ 請 求 記 号 VLc.78-

39,AMF-L-35）
「アムール調査隊の業績シリーズ」（請求記号 VRc.42-5）
「ヴェトナム市場経済化支援開発政策調査」他

http://www.ier.hit-u.ac.jp/library/Japanese/collections/
colidx-j.html

■都留重人先生関連資料
2003 年に故都留重人名誉教授から手稿・書簡を含む膨
大な資料が寄贈され、主要資料を「都留重人メモリアル・
コーナー」として常設展示し、公開しています。
h t t p : / / w w w.  i e r . h i t - u . a c . j p / l i b r a r y / J a p a n e s e /
TSURU_shigeto/index.html

資料・統計データ

資料室の紹介
http://www.ier.hit-u.ac.jp/library/Japanese/
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資料・統計データ

大学では、平成 21 年 3 月に独立行政法人統計センター
と協定を結び、就業構造基本調査、全国消費実態調査、
社会生活基本調査、住宅・土地統計調査及び労働力調査
の匿名データの提供を行っています。

一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報研究セン
ターは、日本学術会議の報告に呼応して、平成 14 年に
ミクロデータの利用のための「ミクロデータ分析セク
ション」を設け、政府統計のミクロデータの利用を促進
する活動を行うこととしました。その目的は我が国の実
証分析の水準を向上するために、政府統計のミクロデー
タを全国の研究者が従来よりもより広く利用できるよう
にするための組織・施設を構築する活動を新たに行おう
というものです。また、この活動は経済研究所の 21 世
紀 COE プログラム「社会科学の統計分析拠点構築」の
研究としても位置付けられていました。

一方、総務省統計局統計調査部は、「統計行政の新た
な展開方向」（各府省統計主管部局長等会議申合せ）に
基づいて、政府統計のミクロデータ提供の在り方の検討
を行っていました。学術目的での提供について検討する
ためには学界側の協力が必要であることから、21 世紀
COE プログラム「社会科学の統計分析拠点構築」の研
究を行っている本センターに、ミクロデータを提供する
試行的システムを構築することについての協力依頼があ
りました。本センターは、「ミクロデータ分析セクション」
の活動の目的に沿うものであることから、この依頼に応
えて、秘匿処理を施した政府統計ミクロデータを、全国
の大学研究者に学術研究のため提供する試行的システム
を構築しました。

試行的提供は、このように政府統計のミクロデータ提
供の在り方を検討するためであり、さらに、その経験と
実績は、平成 19 年に改正された統計法に基づく匿名デー
タ提供の運用のためのガイドライン作成にも活用されて
います。

試行的提供において利用できた調査は、就業構造基本
調査、全国消費実態調査、社会生活基本調査、住宅・土
地統計調査の 4 つであり、平成 16 年 11 月から利用者
の募集を開始し、平成 20 年 10 月の最終募集までで
132 件の申請を受理しました。

本センターは、このような活動が評価され、（財）日
本統計協会の平成 18 年度統計活動奨励賞に続き、平成
19 年 9 月に日本統計学会から第 3 回統計活動賞を受賞
しました。

平成 21 年 4 月から新しい統計法が全面施行され、新
たに公的統計の匿名データ提供が開始されました。一橋

ミクロデータ分析
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社会への貢献４
統計データベース

　経済研究所は、日本の長期経済統計をはじめとして、
多くの統計・書誌情報を整備、公開しています。経済研
究所内の組織や大型プロジェクトで作成された主なデー
タベースを紹介します。

■長期経済統計

長期経済統計データベース

（	Long	Term	Economic	Statistics	（LTES）	Database）

　『長期経済統計』（大川一司・篠原三代平・梅村又次 監修、

東洋経済新報社、1965 年～ 1988 年）は、近代日本経済の

歴史統計を、経済活動の諸分野にわたって推計、加工など

もして体系的に集成した一連の統計書です。それらは、明

治初期以降、国民経済の計算体系に即しつつ、時系列的に

経済統計を整備しています。この『長期経済統計』を主要

経済統計としてデータベース化したものが、「長期経済統計

データベース」です。

http://carnation.ier.hit-u.ac.jp/cgi-bin/namazu.cgi

アジア長期経済統計　基礎データ

　 ア ジ ア 長 期 経 済 統 計 プ ロ ジ ェ ク ト （ Asian Historical 

Statistics Project: ASHSTAT project） では、Hi-Stat プロジェ

クト内のサブプロジェクトの一つとして、アジア地域を対

象に第二次世界大戦以前から現在にいたるまでの長期的な

経済統計を、国民経済計算体系（SNA）に基づいて推計し

ています。ここでは推計作業に用いられる基礎データを試

験的に公開します。現在公開されているデータについては

リンク先をご覧下さい。

http://hi-stat.ier.hit-u.ac.jp/research/database/ashstat.html

（参考）1995 ～ 2000 年の COE プロジェクトにおいて作成

された統計データも、一部公開されています（下記ページ）。

利用に当たっては、上記「アジア長期経済統計 基礎データ」

の注意をお読み下さい。また公開されてから時間がたって

いますので、その点にもご留意下さい。

http://www.ier.hit-u.ac.jp/COE/Japanese/online_data/

index.html

■産業データ・企業データ

JIP	データベース 2012

　一橋大学グローバル COE プログラム「社会科学の高度統

計・実証分析拠点構築」（G-COE Hi-Stat）では、経済産業

研究所の「産業・企業生産性向上プログラム」と協力して

日本産業生産性データベース（Japan Industrial Productivity 

Database、以下では JIP と略記）を作成・更新してきました。

最新版の JIP 2012（1970 年～ 2009 年をカバー）は、日本

経済全体について 108 部門別に、全要素生産性（TFP）を

推計するために必要な資本サービス投入、質を考慮した労

働投入、名目および実質の産業連関表年次データと、TFP 

の上昇率を計算した成長会計の結果等から構成されていま

す。

http://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP2011/index.html

　なお、JIP 2012 を含む各国データを国際比較可能のため

に 調 整 し た デ ー タ は EU KLEMS の ペ ー ジ http://www.

euklems.net/ から得ることができます。

R-JIP データベース	2012

　G-COE Hi-Stat では、経済産業研究所の「産業・企業生産

性向上プログラム」と協力して、日本の地域間生産性格差

や産業構造を分析するための基礎資料として、「都道府県別

産業生産性データベース」（Regional-Level Japan Industrial 

Productivity Database、略称 R-JIP）を構築しました。R-JIP 

2012 は、1970 年から 2008 年に関する、47 都道府県別（沖

縄県は 1972 年から）× 23 産業別に全要素生産性を計測す

るために必要な、名目・実質付加価値、質の違いを考慮し

た資本・労働投入、社会資本ストック、産業別全要素生産

性水準の県間格差と県別産業別全要素生産性上昇率の計測

結果、等の（暦年）年次データから構成されています（一

部データはベンチマーク年のみ）。

http://www.rieti.go.jp/jp/database/R-JIP2012/index.html

EALC	データベース 2010

　東アジア上場企業データベース 2010 （East Asian Listed 

Companies Database 2010、EALC 2010） は日中韓の全上場

企業（金融セクターを除く）を対象に、企業レベルの生産

期間は日本企業が 1985 年から 2007 年まで、韓国企業は

1985 年から 2005 年まで、中国企業は 1999 年から 2005

年まで、台湾企業は 1985 年から 2005 年までとなっていま

す。このデータベースは一橋大学経済制度研究センター

（CEI）が、日本経済研究センター（JCER）、日本大学中国・

アジア研究センター（プロジェクト代表は乾友彦教授）、お

よびソウル大学企業競争力研究センター（代表はリ・クゥ

ン教授）と共同して作成しました。

h t t p : / / w w w . j c e r . o r . j p / r e p o r t / a s i a / d e t a i l 3 7 3 5 .

html#database

資料・統計データ

http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/database.html
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大株主・役員データベース	2012

　一橋大学経済研究所附属経済制度研究センター （CEI） で

は、一橋大学 21 世紀 COE プログラム「現代経済システム

の規範的評価と社会的選択」（COE/RES）と協力して、日本

の上場企業の大株主と役員 （取締役・監査役） に関する大規

模かつ長期的なデータベースの構築に取り組んできまし

た。民間のデータベースがカバーしていない時期に関し、

有価証券報告書等の資料に基づいて、ほとんどの上場企業

の大株主・役員情報 （役員は 1962 年から） をデータベース

化しました。現在公開中の 2012 年版には、1980 年以前に

上場した 2,108 社の大株主データ、1990 年以前に上場した

非銀行企業 1,787 社と銀行 140 社の役員データが含まれて

います。

http://cei.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/database/index.html 

■独自集計

独自集計

　社会科学統計情報研究センターは、政府統計ミクロデー

タの利用を支援する活動を行っています。その活動の一環

として、研究の視点から重要であるにもかかわらず調査実

施部局では実施していないような集計を独自に行い、結果

を公開する活動を開始しています。これを「独自集計」と

呼び、そのときどきの学問的な課題に応じて実施していく

こととしています。

http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/database/special.html

■データベースガイド／データアクセスサービス

Hi-Stat	Social	Science	Database	Network

　グローバル COE プログラム「社会科学の高度統計・実証

分析拠点構築（G-COE Hi-Stat） は、一橋大学経済研究所（IER）

資料室との協同により、IER とその教員が作成・収集した

デ ー タ ベ ー ス を 紹 介 す る ウ ェ ブ サ イ ト Hi-Stat Social 

Science Database Network を構築しました。G-COE Hi-Stat

をはじめ、プロジェクトで作成したデータベース、研究費

で購入したデータベース、二次利用支援を行っている政府

統計ミクロデータなどをサービスの対象としています。

http://www.ier.hit-u.ac.jp/histatdb/

■家計と労働の統計データ

くらしと健康の調査

（JSTAR：Japanese	Study	of	Aging	and	Retirement）

　経済産業研究所と一橋大学、東京大学（第 2 回調査より

参加）が協力して 2007 年から実施している、50 歳以上の

中高齢者を対象としたパネル調査。高齢者の経済面、社会

面、および健康面に関する多様な情報を含んでいるだけで

な く、 先 進 各 国 で す で に 実 施 さ れ て い る Health and 

Retirement Study （ HRS, USA）, Survey of Health, Aging 

and Retirement in Europe （SHARE, continental Europe）, 

English Longitudinal Study of Aging （ ELSA, Britain） といっ

た調査との比較可能性を最大限維持するように設計され、

本データを分析することで日本の高齢者の特異性と普遍性

を追求することが可能。この意味において、JSTAR は日本

初の「世界標準」のパネルデータ調査といえます。

http://www.rieti.go.jp/jp/projects/jstar/index.html

農家経済調査データベース

　一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報研究センター

では、京都大学に保管されている戦前期の農林省農家経済

調査資料について、データベース化作業をおこなっていま

す。農家経済調査資料とは、帝国農会、農商務省、農林省

によって 1913 年から実施された、農家の経営・経済活動

についての統計資料です。調査対象農家は各都道府県から

自作・自小作・小作別に抽出された複数の農家で、その調

査事項は、農家の財産、生産、労働、消費など多岐にわた

り記載されています。調査結果については、全国集計分に

ついては各年度版が刊行されており、年度ごとの農家の経

済状況の概況を調べることが可能ですが、本事業では、

1931（昭和 6）年から 1941（昭和 16）年までの間について、

資料の個票からパネルデータを編成する作業をおこなって

います。この期間は、農家経済がちょうど昭和恐慌の深刻

な影響を受けた時期から回復過程を経て戦時期へと突入す

る時期に該当しています。

資料・統計データ
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社会への貢献４ 講演活動

公開講座

四大学連合文化講演会
東京医科歯科大学・東京外国語大学・東京工業大学・一

橋大学は、2001 年 3 月に四大学連合憲章を結び、真に国際

競争に耐えうる研究教育体制を確立すべく、たゆまぬ努力

を続けてまいりました。2006 年より「環境・社会・人間に

おける「安全・安心」を探る―安全で安心の出来る社会―

～学術研究の最前線をやさしく解説する～」というテーマ

に基づき、毎年、秋に一般向けの講演会を開催しています。

第 8 回

日　時 2013 年 10 月 11 日（金）

場　所 一橋講堂

テーマ
と講師

「「対テロ戦争」が続く時代の安心・安全 ---- 海外に
暮らす日本人をどうやって守るのか」飯塚正人（東
京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所）、「超
分子骨格の特性を活かしたバイオマテリアルの創
発」由井伸彦（東京医科歯科大学生体材料工学研究
所）、「脳の運動学習機能とその応用」小池康晴（東
京工業大学精密工学研究所）、「米国の鏡を通して見
た日本の経済政策」祝迫得夫（一橋大学経済研究所）

一橋大学開放講座

　一橋大学開放講座は、如水会館において本学主催のも
とに、社団法人如水会の協賛を得て、一般社会人を対象
に「学問と社会の交流」という趣旨で、その時々の経済
情勢のトピックをテーマに選び、本学の教員・卒業生を
講師として実施しています。
http://www.hit-u.ac.jp/extramural/free_lecture/

日　時 2012 年 6 月 21 日（木）

場　所 如水会館

テーマ 大震災に企業はどう対応したか－東日本大震災と阪
神・淡路大震災から得られる教訓－

講　師 植杉威一郎（一橋大学研究所）

（社）如水会「一橋フォーラム 21」（81 期）

　一橋大学の卒業生と学生等で構成される同窓会である
社団法人如水会の文化事業の一環として開催されている
講演会です。第 81 期は、本研究所のスタッフ 10 名が
オムニバス形式で講師を務めました。どのような研究を
行っているのか、また日本経済が直面している諸問題に
バランスよく迫るというねらいで企画されました。
https://www.josuikai.net/modules/event3/index.
php?id=41

日　時 2012 年 9 月～ 11 月

場　所 如水会館

統　一
テーマ

『経済研究所から見た日本経済』－停滞する日本、
再生する日本　経済研究所の分析総力戦－

講　師 「一橋大学経済研究所と景気循環研究」浅子和美（一
橋大学研究所）、「「失われた 20 年」と日本経済：
構造的原因と再生への原動力の解明」深尾京司（一
橋大学研究所）、「ミクロとマクロの物価」阿部修人

（一橋大学研究所）、「所得格差と健康・幸福度」小
塩隆士（一橋大学研究所）、「日本の雇用政策－若年
労働市場を中心に」神林龍（一橋大学研究所）、「日
本における企業金融の現状」植杉威一郎（一橋大学
研究所）、「日本の株式市場のボラティリティ－高頻
度データを用いた計量分析」渡部敏明（一橋大学研
究所）、「グローバル化と科学・技術・イノベーショ
ン政策」青木玲子（一橋大学研究所）、「日本の
ODA の戦略的活性化」黒崎卓（一橋大学研究所）、「韓
国・中国企業との比較からみた日本企業の強みと弱
み－製品開発と人材マネジメントを中心に－」都留
康（一橋大学研究所）

四大学連合文化講演会第
８
回東京医科歯科大学・東京外国語大学・東京工業大学・一橋大学

環境・社会・人間における「安全・安心」を探る
―安全で安心の出来る社会―

環境・社会・人間における「安全・安心」を探る
―安全で安心の出来る社会―

～学術研究の最前線をやさしく解説する～～学術研究の最前線をやさしく解説する～

2013年10月11日（金）13：00～16：30
一橋講堂　（東京都千代田区一ツ橋 2－1－2）
四大学連合
（東京医科歯科大学、東京外国語大学、東京工業大学、一橋大学）
四大学連合附置研究所
お茶の水会、東京外語会、蔵前工業会、如水会

500 名（入場無料）
2013 年 9月27日（金）

お申込・お問い合わせ先
　一橋大学　経済研究所
　〒180-8603　東京都国立市中 2－1
　Tel：042-580-8327　　Fax：042-580-8333
　Email：yondai8@ier.hit-u.ac.jp
　URL：https://hrs.ad.hit-u.ac.jp/entries/add/891

12：20　 開場
13：00～13：10　開会挨拶　一橋大学 学長
13：10～13：20　来賓挨拶　文部科学省
13：20～14：00　東京外国語大学 アジア・アフリカ言語文化研究所 教授　飯塚正人

「「対テロ戦争」が続く時代の安心・安全
      ――海外に暮らす日本人をどうやって守るのか」

14：00～14：40　東京医科歯科大学 生体材料工学研究所 教授　由井伸彦
「超分子骨格の特性を活かしたバイオマテリアルの創発」

14：40～15：00　休憩
15：00～15：40　東京工業大学 精密工学研究所 教授　小池康晴

「脳の運動学習機能とその応用」
15：40～16：20　一橋大学 経済研究所 教授　祝迫得夫

「米国の鏡を通して見た日本の経済政策」
16：20～16：30　閉会挨拶　東京工業大学 学長

場　所
主　催

企　画
後　援

定　員
締　切
お申込・お問い合わせ先

プログラム

1月のアルジェリア人質テロ事件をきっかけに、「対テロ戦争」のなかで、
海外に住む日本人の安全をどうやって守るのかがあらためて問われてい
る。決め手となる対策が見当たらないなか、この講演では「対テロ戦争」
の実態にまで踏み込んで、安全確保の方策を考える。

東京外国語大学
アジア・アフリカ言語文化研究所
教授　
　いい　づか　まさ　 と

飯塚正人

「対テロ戦争」が続く時代の安心・安全
　――海外に暮らす日本人をどうやって守るのか

1960年生まれ。東京大学大学院人文科学系研究科博士課程中退。在エジプト日本国大使館
専門調査員、東京大学文学部助手を経て、1994年より東京外国語大学アジア・アフリカ言
語文化研究所に所属。専門はイスラーム学、特に近現代におけるイスラーム政治思想と政治
運動を中心とする中東政治。『現代イスラーム思想の源流』（山川出版社世界史リブレット）、
『「対テロ戦争」とイスラーム世界』（岩波新書：共著）、『イスラーム世界がよくわかる Q＆A 
100 人々の暮らし・経済・社会』（亜紀書房：共編著）をはじめ、著書・監修書など多数。

http://www.aa.tufs.ac.jp/~masato/

再生医療や遺伝子治療など最先端医療の実現には、タンパク質・細胞
レベルにおける生体機能の調節が不可欠である。ナノスケールオーダー
での分子骨格を活かしたバイオマテリアルには、生体機能の本質を自在
に調節できるポテンシャルがある。

東京医科歯科大学　
生体材料工学研究所　
教授　
　ゆ　　い　 のぶ　ひこ

由井伸彦

超分子骨格の特性を活かした
バイオマテリアルの創発

1985年3月上智大学大学院理工学研究科応用化学専攻修了、工学博士。東京女子医科大学
助手、トゥエンテ大学（オランダ）博士研究員、北陸先端科学技術大学院大学助教授、同教授
を経て、2011年1月より現職。北陸先端科学技術大学院大学名誉教授、日本バイオマテリア
ル学会常任理事、国際バイオマテリアル学会連合 Fellow。専門はバイオマテリアル科学。

http://www.tmd.ac.jp/i－mde/www/index.html
http://www.labonet.info/yui/

ヒトは生まれたときから環境との相互作用によって様々な運動機能を学
習している。脳の運動学習機能を計算機上で模擬し、その結果を用いて
大人になっても新たな機能を獲得する脳の学習機能を紹介する。

東京工業大学　
精密工学研究所　
教授　
　こ　 いけ　やす　はる

小池康晴

脳の運動学習機能とその応用

1987年東京工業大学工学部情報工学科卒業。1989年同大大学院修士課程修了。同年トヨ
タ自動車（株）入社、1991年 ATR視聴覚機構研究所出向、1992年ATR人間情報通信研究所。
1996年博士（工学）取得 東京工業大学。1998年東京工業大学精密工学研究所助教授、
2000年科学技術振興機構さきがけ21の兼任、2003年から科学技術振興機構CREST 分担
者、2009年精密工学研究所教授、2009年からCREST代表者。2010 年ソリューション研
究機構教授。ヒューマンインタフェース、運動制御の神経回路網に関する研究に従事（工博）。

http://www.cns.pi.titech.ac.jp/Klab/

日本経済が直面する困難な諸問題に正しく対処するためには、経済政策
の妥当性を客観的に評価することが重要である。そのために、まず米
国経済が直面する問題を概観し、それとの対比において我が国の経済
政策のあるべき姿について考える。

一橋大学　
経済研究所　
教授　
いわい さこ　とく　 お

祝迫得夫

米国の鏡を通して見た日本の経済政策

1966 年生まれ。90 年 一橋大学経済学部卒業、97年ハーバード大学大学院経済学研究科
修了（Ph.D.取得）。筑波大学社会工学系講師、一橋大学経済研究所・准教授、財務省財務総
合政策研究所総括主任研究官を経て、2012年より現職。専門はファイナンス、マクロ経済学、
アメリカ金融史。著書に『家計・企業の金融行動と日本経済̶ミクロの構造変化とマクロへ
の波及』、日本経済新聞出版社、2012年4月。

https://sites.google.com/site/tokuoiwaisako/home
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一橋大学政策フォーラム・グローバル COE プログラム公開

討論会

　長い経済停滞、経済的・政治的な混迷。そのなかで、
日本は新しい経済成長の原動力と世界政治における貢献
のあり方を求めて模索を続けています。一橋大学政策
フォーラムは、次の日本を目指して、一橋大学の研究者
の企画による政策発信を行うことを目的としています。
各分野の第一人者や政策の最前線の人たちとの討論を経
て、研究成果を研ぎ澄まされた政策として発信すること
を目指しています。
http://www.hit-u.ac.jp/kenkyu/project/forum.html

日　時 2012 年 12 月 14 日（金）

場　所 如水会館

テーマ 経済学は役に立つのか？
-What's the Use of Economics?

講　師 「経済制度の設計と社会的選択」鈴村興太郎（早稲
田大学／一橋大学名誉教授）、「開発経済学と自然災
害」澤田康幸（東京大学）、「実証経済学における因
果関係の発見」川口大司（一橋大学）、「経済思想史
上の経済学者」西沢保（一橋大学経済研究所）、「ビ
ジネススクール・エコノミックス」伊藤秀史（一橋
大学）、「経済政策における歴史の教訓」北村行伸（一
橋大学経済研究所）、「経済学の可能性と課題：教育
と研究の間」パネルディスカッション

国立大学共同利用・共同研究拠点協議会　第 15 回知の拠

点セミナー

　「共同利用・共同研究拠点」に認定されている拠点では、
所属する大学の壁を越えて、全国の研究者と交流してい
ます。こうした共同利用・共同研究拠点が一体となって、
毎月 1 回、第 3 金曜日の夕方に、東京・品川で、連続
セミナーを開催しています。学問の最先端のようすを、
広く一般の方々にお届けするとともに、その声を直接お
聴きするのが目的です。
http://www.kyoten.org/top_seminar.html

日　時 2012 年 12 月 21 日（金）

場　所 京都大学東京オフィス

テーマ イノベーションと基礎研究のための特許とは？

講　師 青木玲子（一橋大学研究所）

講演活動
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研究所の紹介５

一橋大学経済研究所は、1940（昭和 15）年 4 月 1 日、
東京商科大学附属図書館内に設置された東亜経済研究所
に始まります。当初は官制でなく、東京海上の会長であっ
た各務謙吉の奨学寄付金をもとに、予て学内に研究所を
設置し、「東亜諸国の経済の理論的、実証的研究」を行
うことを計画していた上田貞次郎学長が初代所長に就任
しました。当初は専任の研究員は 3 人で、所員の主力
は学部の兼任教員でした。

1940 年 5 月、上田の急逝により、学長の高瀬荘太郎
が 2 代目の所長に就任しました。高瀬は研究所の官制
化と支援体制の強化に努め、1940 年 11 月に東京商科
大学奨学財団設立期成会を結成、1942 年には寄付金が
600 万円に達し、6 月に奨学財団の設立が認可されまし
た。これに先立って、1942 年 2 月に官制が施行され、
わが国最初の国立の経済研究所が「東亜における経済に
関する総合研究」を行うため大学に附置されました。赤
松要を研究部長に『東亜経済研究叢書』、『東亜経済年報』
の企画が進みました。時勢のなかで、シンガポールに南
方総軍軍政総監部調査部が置かれ、多くの所員が南方調
査に従事しました。

第二次大戦後の抜本的改革とともに、東亜経済研究所
は経済研究所になり、研究目的も「世界各国の経済に関
する総合研究」に改められました。1947 年 3 月に大塚
金之助が所長に就任し、研究所の再編という困難な課題
を担うことになりました。1949 年 5 月、国立学校設置
法による新制大学の発足ととともに、一橋大学経済研究
所となり、「日本及び世界の経済の総合研究」を目的と
することになりました。これが今日の経済研究所であり、

11 月には都留重人が研究所選出の初代所長に就任し、
翌 1950 年 1 月には『経済研究』が創刊され、1953 年 8
月からは『経済研究叢書』が刊行され経済研究所の礎石
となっています。

当時、都留は「経済研究所の構想」（1949 年）で次の
ように述べています。最も力点を置いているのは「国民
所得と再生産」で、この問題は、理論的、統計的・実証
的、政策的な諸側面をもち、共同研究の利点も大きいの
で、多くの人が関わりをもつようにしている。その他に、
統計学と計量経済学、アメリカ経済、ソ連経済等があり、
経済古典の研究も高く評価して取り上げる方針である。
これに日本経済が加わり、日本経済、国民所得、成長過
程に関する統計的・実証的研究、ソ連、中国、社会主義
経済に関する研究等は、学界をリードするものとなりま
した。1957 年にはロックフェラー財団の援助で、大川
一司をチーフとする国民所得推計研究会が組織され、そ
の成果が全 14 巻におよぶ日本の『長期経済統計』（大
川一司・篠原三代平・梅村又次 編、1965 ‐ 88 年）に
結実しました。

新制の経済研究所発足当時の研究部門は、アメリカ経
済、ソ連経済、国民所得・再生産、統計学、古典経済の
5 部門でしたが、翌年に、日本経済が増設されました。
その後、日本経済が第一、第二となり、英国及び英連邦
経済、中国及び東南アジア経済が加わって 9 部門になり、
1961 年に国際経済、1977 年までに、経済計測、経済体
制、金融経済、現代経済分析が増設されて 14 部門にま
で増えました。しかし、省令の改正とともに、1978 ‐
79 年に、大研究部門制に再編成され、日本・アジア、米・

経済研究所の沿革

沿革

山田勇 著『東亞農業生産指數の研究 : 内
地・朝鮮・台灣の部』東京商科大學東亞
經濟研究所研究叢書 ; 第 1 册、1942 年

東京商科大学東亞經濟研究所 編
『東亞經濟研究年報　第一號』日

本評論社、1942 年

『經濟研究』創刊號、岩波書店、
1955 年
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欧・ソ連経済、現代経済、経済体制、経済システム解析
の 5 大研究部門に改組されて現在にいたっています。

共同研究やプロジェクトは、もちろん研究部門や研究
所の枠を超えて行われてきました。その後、5 大研究部
門の編成に変化はありませんでしたが、2000 年には経
済制度研究センターが設置され、国の内外の研究者・研
究機関とのネットワークを大いに広げました。1964 年
に設置された日本経済統計文献センターは、2002 年の
拡充改組でミクロデータ分析セクションを設け、社会科
学統計情報研究センターとなりました。同センターは総
務省統計局と協力して政府統計ミクロデータの提供を
行っています。また 2007 年には、世代間問題研究機構
が発足し、4 つの政府省庁との連携融合による最先端研
究拠点の形成を目指しています。

金字塔ともなった『長期経済統計』の伝統を継承しつ
つ、1995 ‐ 2000 年には「アジア長期経済統計プロジェ
クト」が組織され、また 1996 ‐ 99 年には科学研究費
補助金・重点領域研究「統計情報活用のフロンティアの
拡大」、2000‐05 年には「世代間利害調整プロジェクト」
が立ち上げられました。こうした共同研究の実績をもと
に、2003‐07 年には二つの 21 世紀 COE プログラム「社

沿革

会科学の統計分析拠点構築」、「現代経済システムの規範
的評価と社会的選択」、及び学術創成研究「日本経済の
物価変動ダイナミクスの解明」、特別推進研究「世代間
問題の経済分析」が立ち上げられました。これらは『経
済研究』30 周年（1980 年）の「回顧と展望」以降、理
論的研究の強化、政策的視点の重視、あるいは理論と実
証の相乗的な研究効果を包括した制度・政策研究を推進
するなかで可能となった研究プロジェクトです。二つの
21 世紀 COE プログラムを統合・発展させる形でグロー
バル COE「社会科学の高度統計・実証分析拠点構築」
も推進されました。

経済研究所は、21 世紀になる頃から、「日本及び世界
の経済の総合研究」に加えて、「独創的な世界最先端研
究の推進」、「内外における研究者コミュニティの共同研
究拠点・ハブの形成」を新たなミッションとして加える
ようになりました。2010 年度には、文部科学省の共同
利用・共同研究拠点制度により「日本及び世界経済の高
度実証分析拠点」に認定され、共同研究プロジェクト、
センター等をコアにして、共同利用・共同研究拠点の実
質が形成されています。

『一橋大学経済研究叢書』岩波書店、1953 年～ 『長期経済統計』東洋経済新報社、1974 年～ 1979 年（全
14 巻）（第 32 回（1989 年度）日経・経済図書文化賞受
賞）
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研究所の紹介５研究所の紹介５
沿革

沿革
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研究所の紹介５
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建
物
19
40

●
東
亜
経
済
研
究
所
が
国
立
の
図
書
館
の
一
角
に
設
置
さ
れ
る

19
44

●
東
京
商
科
大
学
奨
学
財
団
が
東
京
都
千
代
田
区
神
田
一
ツ
橋
に
本
研
究
所
の
庁
舎
を
新
築
（
二
階
建
、
ト
の
字
型
）
、
そ
れ
に
伴
い
、
同
所
に
移
転

19
45

●
'東
京
大
空
襲
の
被
災
を
免
れ
た
東
亜
経
済
研
究
所
建
物
は
陸
軍
に
接
収
さ
れ
、
研
究
所
は
わ
ず
か
半
年
程
で
国
立
の
図
書
館
に
再
び
移
転

●
終
戦
の
た
め
東
亜
経
済
研
究
所
仮
庁
舎
は
陸
軍
よ
り
返
還
さ
れ
る

19
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●
経
済
研
究
所
仮
庁
舎
が
進
駐
軍
に
接
収
さ
れ
る

19
49

●
一
橋
大
学
図
書
館
内
の
一
室
に
読
書
室
を
開
設

19
51

●
所
長
室
や
庶
務
、
会
計
、
資
料
、
読
書
室
を
国
立
の
東
本
館
に
移
転
。
研
究
室
は
、
引
き
続
き
図
書
館
内
に
停
留

19
52

●
進
駐
軍
に
よ
る
接
収
が
解
除
さ
れ
る

19
53 ●
神
田
一
ツ
橋
の
本
研
究
所
の
建
物
は
如
水
会
に
寄
贈
さ
れ
一
ツ
橋
庁
舎
と
改
名
、
そ
の
後
、
日
本
学
術
振
興
会
や
国
立
国
語
研
究
所
等
に
貸
与

19
57

●
国
立
キ
ャ
ン
パ
ス
の
図
書
館
北
側
に
建
築
中
の
本
研
究
所
建
物
が
一
部
完
成
、
図
書
館
内
の
研
究
室
が
移
転

19
58

●
本
研
究
所
建
物
第
二
期
工
事
が
完
成
。
新
庁
舎
へ
移
転

19
62

●
本
研
究
所
書
庫
が
完
成

19
64

●
本
研
究
所
庁
舎
内
に
本
研
究
所
附
属
「
日
本
経
済
統
計
文
献
セ
ン
タ
ー
」
を
開
設

19
76

●
本
研
究
所
庁
舎
北
側
に
経
済
研
究
所
附
属
「
日
本
経
済
統
計
文
献
セ
ン
タ
ー
」
新
庁
舎
竣
工

19
80

●
本
研
究
所
研
究
棟
が
竣
工

19
81

●
本
研
究
所
改
修
工
事
が
竣
工

19
88

●
本
研
究
所
資
料
棟
新
築

20
10

●
本
研
究
所
研
究
棟
の
改
修
工
事
が
竣
工

20
11

●
社
会
科
学
統
計
情
報
研
究
セ
ン
タ
ー
改
修
工
事

20
13

●
経
済
研
究
所
東
棟
（
事
務
棟
）
の
改
修
工
事
が
竣
工
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沿革

歴代所長

歴代所長

上田貞次郎 1940（昭和 15）年 4 月～ 1940（昭和 15）年 5 月

高瀬荘太郎 1940（昭和）15 年 5 月～ 1946（昭和 21）年 8 月

大塚金之助 1947（昭和 22）年 3 月～ 1949（昭和 24）年 2 月

中山伊知郎 1949（昭和 24）年 2 月～ 1949（昭和 24）年 11 月

都留重人 1949（昭和 24）年 11 月～ 1956（昭和 31）年 10 月

小原敬士 1957（昭和 32）年 2 月～ 1959（昭和 34）年 1 月

高橋長太郎 1959（昭和 34）年 2 月～ 1963（昭和 38）年 1 月

伊大知良太郎 1963（昭和 38）年 2 月～ 1965（昭和 40）年 1 月

都留重人 1965（昭和 40）年 2 月～ 1967（昭和 42）年 1 月

山田勇 1967（昭和 42）年 2 月～ 1969（昭和 44）年 1 月

大野精三郎 1969（昭和 44）年 2 月～ 1969（昭和 44）年 8 月

大川一司 1969（昭和 44）年 8 月～ 1970（昭和 45）年 10 月

山田秀雄 1970（昭和 45）年 10 月～ 1972（昭和 47）年 10 月

石川滋 1972（昭和 47）年 10 月～ 1974（昭和 49）年 4 月

梅村又次 1974（昭和 49）年 4 月～ 1974（昭和 49）年 6 月

伊東政吉 1974（昭和 49）年 6 月～ 1976（昭和 51）年 5 月

佐藤定幸 1976（昭和 51）年 6 月～ 1978（昭和 53）年 5 月

倉林義正 1978（昭和 53）年 6 月～ 1980（昭和 55）年 5 月

江見康一 1980（昭和 55）年 6 月～ 1982（昭和 57）年 3 月

藤野正三郎 1982（昭和 57）年 3 月～ 1984（昭和 59）年 2 月

宮鍋幟 1984（昭和 59）年 3 月～ 1986（昭和 61）年 2 月

津田内匠 1986（昭和 61）年 3 月～ 1988（昭和 63）年 2 月

溝口敏行 1988（昭和 63）年 3 月～ 1990（平成 2）年 2 月

南亮進 1990（平成 2）年 3 月～ 1992（平成 4）年 2 月

富沢賢治 1992（平成 4）年 3 月～ 1994（平成 6）年 2 月

尾髙煌之助 1994（平成 6）年 3 月～ 1996（平成 8）年 2 月

清川雪彦 1996（平成 8）年 3 月～ 1998（平成 10）年 2 月

寺西重郎 1998（平成 10）年 3 月～ 2000（平成 12）年 2 月

斎藤修 2000（平成 12）年 3 月～ 2002（平成 14）年 2 月

西村可明 2002（平成 14）年 3 月～ 2004（平成 16）年 2 月

久保庭眞彰 2004（平成 16）年 3 月～ 2005（平成 17）年 7 月

高山憲之 2005（平成 17）年 8 月～ 2007（平成 19）年 7 月

西沢保 2007（平成 19）年 8 月～ 2011（平成 23）年 3 月

浅子和美 2011（平成 23）年 4 月～ 2013（平成 25）年 3 月

深尾京司 2013（平成 25）年 4 月～

※事務取扱は除く
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研究所の紹介５

人員構成（2013 年 4 月 1 日現在）

区分 教授 准教授 講師
助教・

助手

外国人

客員教員

非常勤

研究員

研究機関

研究員
フェロー 計

現員 22 5 2 5 1 26 4 2 67

※教授、講師、助手には特任を含む。
※フェローには日本学術振興会 PD を含む。

組織

建物名称 建面積 延面積

経済研究所 1,541m2 5,313m2

経済研究所分室 155m2 156m2

社会科学統計情報研究センター 329m2 1,000m2

計 2,025m2 6,469m2

建物

組織・建物
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（2012 年度実績）
（単位　千円）

運営費交付金等

下記以外 116,993

特別経費 日本と世界経済に関わる高度実証分析の国際的な
共同利用・共同研究拠点構築 18,300

学内プロジェクト

アジア歴史経済学コンファレンスの開催と数量経
済史国際中核拠点の構築 6,584

市場制度の発達に関する比較経済発展史的研究：
コメを例にして 3,000

大規模・高頻度データを用いた金融危機・震災・
グローバル化の経済分析 3,000

Hitotsubashi International Fellow Program 723

間接経費（経済研究所配分額） 18,698

2012 年度外部資金受入額

グローバル COE

社会科学の高度統計・実証分析拠点構築 152,505 千円 / 1 件

科学研究費補助金等

基盤研究（Ｓ） 22,100 千円 / 千円 / 1 件

基盤研究（Ａ） 76,600 千円 / 千円 / 7 件

基盤研究（Ｂ）（海外含む） 28,300 千円 / 千円 / 8 件

基盤研究（Ｃ） 600 千円 / 千円 / 1 件

若手研究（Ｓ） 12,700 千円 / 千円 / 1 件

若手研究（Ｂ） 4,300 千円 / 千円 / 4 件

研究活動スタート支援 800 千円 / 千円 / 1 件

新学術領域研究（研究領域提案型） 1,900 千円 / 千円 / 1 件

共同研究費・受託研究費・受託事業費

27,570 千円 / 3 件

寄附金（新規受け入れ分のみ）

5,600 千円 / 4 件

計 332,975 千円 / 32 件

予算関連

予算関連
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研究所の紹介５

一橋大学経済研究所運営委員会

共同利用・共同研究に関わる一橋大学経済研究所の運営に関する事項、ならびにその他、研究所の運営に関する事
項のうち、経済研究所長が必要と判断する事項について審議し、その結果を経済研究所教授会へ報告することをそ
の任務としています（一橋大学経済研究所運営委員会規則より）

池尾和人（慶応義塾大学経済学部　教授）

尾高煌之助（一橋大学　名誉教授）

長岡貞男（一橋大学イノベーション研究センター　教授）

本多佑三（関西大学総合情報学部　教授）

八代尚宏（国際基督教大学教養学部　客員教授）

吉川洋（東京大学大学院経済学研究科　教授）

深尾京司（一橋大学経済研究所　所長）

浅子和美（一橋大学経済研究所　教授）

祝迫得夫（一橋大学経済研究所　教授）

岩﨑一郎（一橋大学経済研究所　教授）

櫻井武司（一橋大学経済研究所　教授）

一橋大学経済研究所共同利用・共同研究委員会

一橋大学経済研究所の共同利用・共同研究の課題等の募集、採択に関する必要事項を、経済研究所長の諮問に応じ
て審議し、報告するもの、をその任務としています（一橋大学経済研究所共同利用・共同研究委員会規則より）

翁邦雄（京都大学公共政策大学院　教授）

樋口美雄（慶應義塾大学商学部　教授）

チャールズ・ユウジ・ホリオカ（School of Economics, University of the Philippines）

松村敏弘（東京大学社会科学研究所　教授）

宮川努（学習院大学経済学部　教授）

石川城太（一橋大学大学院経済学研究科　教授）

深尾京司（一橋大学経済研究所　所長）

祝迫得夫（一橋大学経済研究所　教授）

岩﨑一郎（一橋大学経済研究所　教授）

櫻井武司（一橋大学経済研究所　教授）

予算関連

一橋大学経済研究所運営委員会・共同利用共同研究委員会
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主な評価の対象領域 評価委員（所属は当時）

第 1 回
1997 年 6 月

（1）機関全体としての研究動向ならびに部門における研究状況
について

（2）研究に直接関連する予算の使用状況及び予算配分のあり方
について

佐藤経明氏（横浜市立大学名誉教授）
中村隆英氏

（東洋英和女学院大学；東京大学名誉教授）
藤野正三郎氏（立正大学；一橋大学名誉教授）

第 2 回
1999 年 3 月

（1）経済研究所および附属日本経済統計情報センターの研究部
門等と事務組織との情報処理機器の利用のあり方について

（2）人員・機構面の評価
（3）施設・設備のハード面の評価
（4）施設・設備のソフト面の充実度評価
（5）ネットワーク・データベース関連（情報公開を含む）

渋谷政昭氏（高千穂商科大学）
定道宏氏（京都大学）
垂水共之氏（岡山大学）
馬場康維（統計数理研究所）

第 3 回
2001 年 3 月

（1）研究所全体および各研究部門における研究活動と現状の点
検

（2）国内及び国際学会への貢献および社会的貢献の評価
（3）国立大学附置研究所という面からみた全体的評価

岡田裕之氏（法政大学名誉教授）
小野善康氏（大阪大学）
原洋之介氏（東京大学）
堀内昭義氏（東京大学）

第 4 回
2003 年 10 月

（1）統計情報の収集・整理・利用への提供など、センター業務
とその現状の点検

（2）センター教官の活動のあり方の点検
（3）学界へ社会への貢献という面からみた、情報系センターと

しての全体的評価

井川一宏氏（神戸大学）
永山貞則氏（日本統計協会）
尾高煌之助氏（法政大学）
山本有造氏（京都大学）

第 5 回
2006 年 9 月

（1）組織全体としての研究体制および研究活動
（2）大型研究プロジェクトおよび経済制度研究センターの研究

水準・研究成果
（3）研究支援体制

池尾和人氏（慶應義塾大学）
岩田昌征氏（東京国際大学）
太田誠氏（早稲田大学）
チャールズ・ユウジ・ホリオカ氏（大阪大学）

第６回
2013 年 3 月

当研究所に係わる事項全般にわたる評価

刈屋武昭氏（明治大学）
原田泰氏（早稲田大学）
溝端佐登史氏（京都大学）
野口晴子氏（早稲田大学）

修士課程 博士課程 年度

1. 研究所教員が論文の主査をした学生数 25*
1（課程博士）

6（論文博士）
平成 24（2012）年度

2. 研究所教員がメインの指導教員になっている学生数（主ゼミ） 31 26 平成 24（2012）年度

3. 研究所教員のサブゼミを履修している学生数（サブゼミ） 8 13 平成 24（2012）年度

＊　研究所教員が、修士課程修了試験時の主査になっている学生数

外部評価

大学院教育活動

外部評価・大学院教育活動
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研究所の紹介５
地図

地図




